
 Omise Payments利⽤規約 

 本  Omise  Payments  利  ⽤  規  約  （以  下  「基  本  規  約」  と  い  い  ま  す。）  に  は、  Omise Japan  株  式  会  社 
 （以  下  「当  社」  と  い  い  ま  す。）  の  提  供  す  る  Omise  Payments  の  ご  利  ⽤  に  あ  た  り、  加  盟  店  （第  ２  条 
 に定義）の皆様に遵守していただかなければならない事項ならびに決済パートナー（第２条に 
 定義）および当社と加盟店の皆様との間の権利義務関係が定められております。基本規約は、 
 本サービス（第２条に定義）における各決済サービスに共通して適⽤されます。当該サービス 
 を加盟店としてご利⽤になる⽅は、基本規約に同意する前に、必ず全⽂お読み下さいますよう 
 お願い致します。 

   

 第１条     （適⽤） 

 １ 基本規約は、基本契約（第２条に定義）のもとで成⽴する個別契約（第２条に定義）に 
 基づき当社が加盟店に対し提供する本サービス（第２条に定義）の利⽤に関する決済 
 パートナー（第２条に定義）および当社と加盟店（第２条に定義）との間の権利義務関 
 係を定めることを⽬的とし、加盟店と当社の間の本サービスの利⽤に関わる⼀切の関係 
 に適⽤されます。 

 ２      当社が当社ウェブサイト（第２条に定義）上で随時掲載する本サービスに関するルー 
 ル、諸規定等は基本規約の⼀部を構成するものとします。 

 ３      加盟店は、基本規約を遵守することをもって信⽤販売等を⾏うことができるものとしま 
 す。 

   

 第２条     （定義） 

 基本規約中に定める⽤語の定義は次の各号に定めるとおりとします。 

 （１）「カード」とは、クレジットカ－ド、プリペイドカード、デビッドカード、その他 
 の決済⼿段として⽤いることができる証票または番号、記号、その他の符号をいい 
 ます。 

 （２）「カード取扱店舗」とは、加盟店が実際に信⽤販売等を⾏う店舗、施設（電⼦商取 
 引の場合はURL）をいいます。 

 （３）「加盟会社」とは、提携組識に加盟する⽇本国内および⽇本国外の会社をいいま 
 す。 

 （４）「加盟店」とは、第４条および第５条に基づき当社および決済パートナーが本サー 
 ビスを利⽤して信⽤販売等を取扱うことを認めた個⼈、法⼈または団体をいいま 
 す。 

 （５）「加盟店契約」とは、当社が加盟店を代理してクレジットカード会社との間で包括 
 加盟店契約を締結した場合に加盟店とクレジットカード会社の間で成⽴する契約お 
 よびこれに付随する各種契約・覚書等をいいます。 

 （６）「加盟店等」とは、加盟店および新規加盟希望者の総称をいいます。 

 （７）「基本規約等」とは基本規約および本サービスにおける各決済サービスに対応して 
 適⽤される当社所定の利⽤規約の総称をいいます。 
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 （８）  「基  本  契  約」  と  は、  基  本  規  約  に  従っ  た  Omise  Payments  の  利  ⽤  に  係  る  契  約  を  い  い  ま 
 す。 

 （９）「基本契約等」とは、基本契約および基本契約に付随して締結された契約（個別契 
 約を含みます。）の総称をいいます。 

 （１０）「個別契約」とは、本サービスにおける各決済サービスの利⽤に係る契約をいい 
 ます。 

 （１１）「クレジットカード会社」とは、当社が包括加盟店契約を締結するクレジット 
 カード会社をいいます。 

 （１２）「決済パートナー」とは、本サービスに関して当社と契約を締結しているクレ 
 ジットカード会社、コンビニエンスストア会社もしくはコンビニエンスストア 
 チェーンのフランチャイジー、または当社の指定する⾦融機関等をいいます。 

 （１３）「出店者」とは、加盟店等が信⽤販売等を⾏わせる第三者たる個⼈、法⼈または 
 団体をいいます。 

 （１４）「商品等」とは、商品、権利および役務の総称をいいます。 

 （１５）「新規加盟希望者」とは、加盟店となることを希望する個⼈、法⼈または団体を 
 いいます。 

 （１６）「顧客」とは、加盟店の信⽤販売等の相⼿⽅をいいます。 

 （１７）「信⽤販売等」とは、本サービスにより、加盟店が商品等の代⾦を顧客から直接 
 受領することなく、顧客に商品等の引渡しを⾏う販売⽅法をいいます。 

 （１８）「提携組織」とは、決済パートナーが加盟または提携する組織をいいます。 

 （１９）「電⼦商取引」とは、通信販売のうち、パソコン通信やインターネット通信な 
 ど、ネットワークを通じて顧客からの申込みを受付ける信⽤販売等をいいます。 

 （２０）「当局」とは、国内外の、(a)政府もしくは地⽅公共団体、その省庁、部署、下部 
 組織その他の⾏政機関、(b)裁判所その他の司法機関、(c)適⽤ある法令等により設 
 置された委員会その他の規制当局、(d)⾦融商品取引所その他の⾃主規制機関をい 
 います。 

 （２１）「当社ウェブサイト」とは、そのドメインが「omise.co」または「Omise.ooo」 
 である当社が運営するウェブサイト（理由の如何を問わず当社のウェブサイトの 
 ドメインまたは内容が変更された場合は、当該変更後のウェブサイトを含みま 
 す。）を意味します。 

 （２２）「登録情報」とは、第４条において定義された「登録情報」をいいます。 

 （２３）「包括加盟店契約」とは、当社とクレジットカード会社との間で締結される包括 
 加盟店契約（名称は問いません。）をいいます。 

 （２４）「本件代⾦」とは、基本契約等に基づき⾏われる信⽤販売等に関して決済パート 
 ナーから当社に⽀払われる⾦額を、個別にまたは総称していいます。 

 （２  ５）  「本  サー  ビ  ス」  と  は、  当  社  が  Omise  Payments  と  い  う  名  称  の  決  済  サー  ビ  ス  と  し  て 
 提供するクレジットカード決済サービス、コンビニ決済（ペーパレス）サービ 
 ス、Pay-easy（ペイジー）決済サービスおよびネットバンク決済サービス等の決 
 済サービス（理由の如何を問わずサービスの名称ないし内容が変更された場合ま 
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 たは新規サービスが追加された場合は、当該変更または追加後のサービスを含み 
 ます。）をいいます。 

   

 第３条（契約の成⽴） 

 １        新規加盟希望者は、基本規約等の内容をよく読みこれを遵守することに同意したうえ 
 で、当社に対して、Omise Payments利⽤申込書に記名捺印（当社が適当と認める電⼦ 
 署  名を含みます。）のうえ届け出るものとします。 

 ２     当社が前項の利⽤申込みを承諾した場合、基本契約等が成⽴するものとします。 

   

 第４条     （本サービスの利⽤登録の申請） 

 １       新規加盟希望者は、当社の認める⽅法により、⼀つまたは複数の本サービスの利⽤の登 
 録を申請することができます。当該利⽤登録申請にあたっては、当社の定める⼀定の情 
 報（以下「登録情報」といいます。）を当社の定める⽅法で当社に提供するものとしま 
 す。 

 ２      利⽤登録の申請は必ず本サービスを利⽤する個⼈または法⼈⾃⾝が⾏わなければなら 
 ず、原則として代理⼈による登録申請は認められません。また、新規加盟希望者は、利 
 ⽤登録の申請にあたり、真実、正確かつ最新の情報を当社に提供しなければなりませ 
 ん。 

 ３      新規加盟希望者は、第１項に基づき提供された登録情報を、当社が本サービスの提供の 
 ために、決済パートナーおよび必要な関係者に提供することについて、予め同意するも 
 のとします。 

 ４      新規加盟希望者は、新規加盟希望者が出店者に信⽤販売等を⾏わせる場合には、利⽤登 
 録の申請にあたり、新規加盟希望者と出店者との間で締結される、下記の内容を含む契 
 約書、合意書等（名称は問いません。）（以下「出店者契約等」といいます。）の雛形 
 の写しを、当社に提供しなければなりません。 

 ①      出店者が、新規加盟希望者に対して、本件代⾦の当社への債権譲渡（⽴替払いの 
 委託を含みます。）に関する業務ならびに⽀払請求および受領に関する業務（以 
 下「出店者委託業務」といいます。）を委託し、かつ出店者委託業務について出 
 店者を包括的に代理する権限を付与すること。 

 ②    出店者が、新規加盟希望者に対し、新規加盟希望者が当社に対して出店者委託業 
 務の全部を再委託することおよび再委託された出店者委託業務について新規加盟 
 希望者を包括的に代理する権限を付与することについて、同意すること。 

 第５条（本サービスの利⽤に係る審査） 

 １      当社は、第４条に基づき新規加盟希望者から本サービスの利⽤登録の申請がなされた場 
 合には、新規加盟希望者に関する情報を決済パートナーに申請します（以下、本条にお 
 いて「本サービス」とは新規加盟希望者の登録申請に係る本サービスをいい、「決済 
 パートナー」とは当該本サービスに係る決済パートナーをいうものとします。）。 

 ２       決済パートナーは、新規加盟希望者を加盟店として承諾するか否か審査を⾏います。ま 
 た、当社は、新規加盟店希望者による本サービスの利⽤を承諾するか否かの審査を⾏い 
 ます。かかる審査には、本⼈確認⼿続き(KYC)および顧客管理⼿続き(CDD)が含まれま 
 す。当社および決済パートナーは、当該各審査を⾏うにあたり、必要な資料の提出を新 
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 規加盟希望者に求めることができ、新規加盟希望者は当社から求められた情報を適時に 
 提出するものとします。 

 ３        決済パートナーが新規加盟希望者を加盟店として承諾し、かつ、当社が新規加盟店希望 
 者による本サービスの利⽤を認めた場合、当社は、本サービスの利⽤承認の通知を新規 
 加盟希望者に対して⾏います。これにより、当該新規加盟希望者は、基本規約等の諸規 
 定および当社所定の⼿続きの下で、本サービスを利⽤することが可能となります。 

 ４     第２項の審査により決済パートナーが新規加盟希望者を加盟店として不適当と認めた場 
 合には、決済パートナーは、当該新規加盟希望者の新規加盟を拒否することができま 
 す。この場合、当社は当該新規加盟希望者の本サービスの利⽤を拒否します。 

 5   第２項の審査により当社が新規加盟希望者による本サービスの利⽤を不適当と認めた場 
 合、当社は、当該新規加盟希望者の本サービスの利⽤を拒否することができます。 

 ６ 前⼆項の場合に、当社および決済パートナーは、当該新規加盟希望者に対し拒否の理由 
 を開⽰しないことを、新規加盟希望者は予め承諾するものとします。 

 ７      当社に提供した登録情報に変更が⽣じる場合、加盟店等は、予め当社に届出のうえ、決 
 済パートナー及び当社の承諾を得るものとします。 

   

 第６条     （IDおよびパスワードの管理） 

 １      加盟店は、⾃⼰の責任において、当社から付与された、当社のシステムにおいて決済を 
 管理する加盟店のアカウント（以下「加盟店アカウント」といいます。）のIDおよびパ 
 スワード（以下「ID等」といいます。）を管理および保管するものとし、これを第三者 
 に利⽤させたり、貸与、譲渡、名義変更、売買等をしてはならないものとします。ま 
 た、  ID等が正しく⼊⼒された場合は、加盟店アカウント上での全ての操作は加盟店 
 ⾃⾝による⾏為とみなします。 

 ２      ID等の管理不⼗分、使⽤上の過誤、第三者の使⽤等による損害の責任は加盟店が負うも 
 のとし、当社は⼀切の責任を負いません。 

 ３      加盟店は、ID等が盗まれたり、第三者に使⽤されていることが判明した場合には、直ち 
 にその旨を当社に通知するとともに、当社からの指⽰に従うものとします。 

   

 第７条     （加盟店の責任） 

 １      加盟店は、基本契約等を承諾し、これらを遵守しなければなりません。 

 ２      加盟店は、加盟店が当社に提出した出店者契約等の雛形の写しと実質的に同⼀の内容に 
 おいて出店者との間で出店者契約等を締結しなければ、出店者に信⽤販売等を⾏わせて 
 はならないものとします。 

   

 第８条     （通信販売に係る広告） 

 １      加盟店は、通信販売に関する広告（オンラインによるものを含み、以下「本広告」とい 
 います。）を⾏う場合、⾃⼰の負担と責任においてその企画・製作を⾏うものとし、そ 
 の内容について事前に決済パートナー及び当社に届出るものとし、その実施にあたって 
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 は加盟店の責任において⾏うものとします。なお、本広告にあたっては以下の事項を遵 
 守するものとします。 

 （１）特定商取引に関する法律、割賦販売法、不当景品類及び不当表⽰防⽌法、著作権法 
 および商標法その他関連法令の定めに違反しないこと。 

 （２）消費者の判断に錯誤を与えるおそれのある表⽰をしないこと。 

 （３）公序良俗に反する表⽰をしないこと。 

 （４）以下の事項について本広告時点で表⽰を⾏うこと。 

 ①         加盟店の名称、所在地、電話番号、電⼦メールアドレス等の連絡先、受付時間 

 ②         責任者名および責任者への連絡⽅法 

 ③         商品の販売価格、送料、その他必要とされる料⾦ 

 ④         商品の引渡時期および⽅法（商品発送先に制限がある場合はその詳細） 

 ⑤         代⾦の⽀払時期および⽅法 

 ⑥         商品の返品および申込みの取消しに関する事項 

 ⑦          イ  ン  ター  ネッ  ト  に  よ  る  通  信  販  売  の  場  合  は、  申  込  情  報  を  暗  号  化  す  る  が、  秘  密  性  が  保 
 持できない場合があること。 

 ⑧          カー  ド  が  使  ⽤  で  き  る  旨  （但  し、  本  サー  ビ  ス  と  し  て  提  供  さ  れ  る  サー  ビ  ス  が  ク  レ  ジッ 
 トカード決済サービスである場合に限る） 

 ⑨         その他当社または決済パートナーが必要と認めた事項 

 ２      当社および決済パートナーは、加盟店が⾏っている信⽤販売等が決済パートナーに届出 
 られたところに従って実施されているかどうか、および加盟店の本広告表現の適否を適 
 宜調査することができるものとし、加盟店は、当社および決済パートナーの調査に合理 
 的な協⼒をするものとします。但し、当社および決済パートナーにおける調査の結果 
 は、加盟店の広告が前項を遵守していることを保証するものではなく、当社および決済 
 パートナーによる調査によって前項の加盟店の義務が緩和されるものではありません。 
 加盟店の本広告はすべて基本契約等の対象とし、本サービスとして提供されるサービス 
 がクレジットカード決済サービスである場合、その本広告にクレジットカード会社の指 
 定する加盟店標識を表⽰するものとします。 

 ３      当社および決済パートナーは、広告表現の内容等が信⽤販売等にふさわしくないと合理 
 的に判断し、改善措置等が必要または適当と認めた場合には、加盟店に対して変更・改 
 善もしくは販売中⽌を求めることができるものとし、加盟店はその要求に従い速やかに 
 適切な措置を取るものとします。 

   

 第９条     （信⽤販売等） 

 １      基本契約等の対象とする信⽤販売等は、以下に定める通信⼿段により、広告宣伝、申込 
 みの誘引、契約の締結を⾏うものであって、加盟店が基本契約等の定めるところに従っ 
 て当社経由で決済パートナーに届出たうえで、決済パートナーが具体的に承認したもの 
 に限定されるものとします。 
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 （１）郵便 

 （２）ファクシミリ 

 （３）電話 

 （４）コンピュータによる通信 

 （５）その他前各号に準ずる⼿段 

 ２      加盟店は、前項の届出にあたり、申込みの誘引と契約締結⾏為に区分して、利⽤する通 
 信⼿段、広告媒体の名称もしくは番組名、コンピュータ通信のネットワーク名称等を書 
 ⾯により具体的に決済パートナーに申出るものとします。加盟店がこれを変更する場合 
 も同様とします。 

 ３      加盟店は、基本契約等および加盟店契約に従い信⽤販売等を⾏うとともに、加盟店契約 
 ならびに決済パートナーが定める規定、ルールおよび指⽰等（改定された場合は改定後 
 のものを含み、以下「加盟店契約等」といいます。以下同じです。）を遵守するものと 
 します。加盟店は、⾃⼰の責任で加盟店契約等を遵守するものとし、加盟店契約等に対 
 する違反により当社または決済パートナーに損害が⽣じた場合には、その損害を賠償す 
 る責任を負うものとします。 

 ４      基本契約等は、加盟店が、第１項に定める態様の取引により⾏う販売について適⽤され 
 るものとし、加盟店が店頭において信⽤販売等を⾏う場合は、適⽤されないものとしま 
 す。 

   

 第１０条     （取扱商品） 

 １       加盟店は、信⽤販売等において取扱う商品・サービスについては、事前に当社経由で決 
 済パートナーに届け出たうえでその承認を得るものとし、これを変更する場合も同様と 
 します。但し、加盟店は、決済パートナーによる承認の有無にかかわらず、以下のいず 
 れかに該当するかまたは該当するおそれがある商品・サービスを取り扱ってはならない 
 ものとします。 

 （１）当社または決済パートナーが公序良俗に反すると合理的に判断するもの 

 （２）銃⼑法、⿇薬取締法、ワシントン条約、その他関連法律・法令の定めに違反するも 
 の 

 （３）第三者の著作権・肖像権・商標権・その他知的財産権その他の権利を侵害するもの 

 （４）提携組識の規則等により取扱いが禁⽌されるもの（提携組識が公序良俗に反すると 
 合理的に判断したものおよび提携組識の規則等における取扱いのための条件を満た 
 さないものを含みます。） 

 （５）商品券・印紙・切⼿・回数券・プリペイドカードその他の有価証券等の換⾦性の⾼ 
 い商品および決済パートナーが別途指定した商品・サービス等 

 （６）その他顧客との紛議もしくは不正利⽤の実態等に鑑みまたは決済パートナーおよび 
 提携組識のブランドイメージ保持の観点から、決済パートナーが不適当と合理的に 
 判断したもの 

 ２      前項による決済パートナーの承認は、当該商品・サービスが前項各号のいずれにも該当 
 しないことを保証するものではなく、決済パートナーによる承認後に、決済パートナー 
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 が承認した商品・サービスが、前項各号のいずれかに該当することもしくはそのおそれ 
 があることが判明した場合、または、法令、提携組識の規則等の変更等により、前項各 
 号のいずれかに該当すること（そのおそれがある場合を含みます。）となった場合、決 
 済パートナーは、加盟店に対する何らの責任を負うことなく、当該承認を撤回すること 
 ができるものとします。 

 ３      加盟店は、旅⾏商品・酒類等の取扱いに際し許認可を要する商品について信⽤販売等を 
 ⾏う場合には、事前に決済パートナーに対しこれを証明する書類を提出し決済パート 
 ナーの承諾を得るものとします。加盟店が当該許認可を失った場合には直ちに当社およ 
 び決済パートナーに連絡するものとし、以後当該商品の信⽤販売等を⾏わないものとし 
 ます。 

 ４     加盟店が、ソフトウェア等をコンピュータ通信によりダウンロードする等商品の発送を 
 伴わずに商品を取扱う場合には、当社および決済パートナーが適当と認めた⽅法により 
 取扱うものとします。 

 ５   前四項にかかわらず、当社または決済パートナーが、取扱う商品・サービスについて報 
 告を求めた場合には、加盟店は、速やかに報告を⾏うものとします。また、当社または 
 決済パートナーが本条第１項各号のいずれかに該当すると判断した場合その他取扱商品 
 が信⽤販売等にふさわしくないと合理的に判断し、改善措置等が必要または適当と認め 
 た場合には、加盟店に対して変更・改善もしくは販売中⽌を求めることができるものと 
 し、加盟店はその要求に従い速やかに適切な措置を取るものとします。 

   

 第１１条     （申込書等の保管） 

 １     加盟店は、基本契約等の定める⼿続を経た取引申込書、申込受付書または申込データを 
 記録したファイル（以下「申込書等」といいます。）を、整理して保管し、商品発送の 
 有無その他の必要事項を追記して、７年間保管するものとし、当社、決済パートナーま 
 たは当局に求められた場合は速やかに提出するものとします。 

 ２     加盟店は当社が決済パートナーまたは当局に当社のシステムに保管されている加盟店の 
 申込書等の記録を提供することができることに同意するものとします。 

   

 第１２条     （信⽤販売等の円滑な実施） 

 加盟店は、信⽤販売等を⾏うあるいは信⽤販売等の勧誘を⾏う場合には、割賦販売法、特定 
 商取引に関する法律、消費者契約法等の関連法令を遵守するものとします。また、当社また 
 は決済パートナーが関連法令を遵守するために必要な場合には、当社または決済パートナー 
 の要請により、加盟店は必要な協⼒を⾏うものとします。 

   

 第１３条     （商品の発送等） 

 １     加盟店は、信⽤販売等に係る契約の後直ちに商品の引渡しまたはサービスの提供を⾏う 
 か、または顧客に商品の引渡し⽇もしくは、サービスの提供⽇を記載した書⾯を交付す 
 るものとします。引渡しが遅延したり品切れが⽣じた場合は、加盟店は遅滞なく当該顧 
 客に対し連絡を⾏い書⾯で引渡時期等を通知するものとします。 

 ２     加盟店は、原則として商品発送時に、商品の名称、数量、代⾦額、送料、税⾦および代 
 ⾦⽀払⽅法等を顧客に提供するものとします。本サービスとして提供されるサービスが 
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 クレジットカード決済サービスである場合は、これに加えて、割賦販売法第３０条の２ 
 の３第５項に定める事項等に係る情報を顧客に提供するものとします。 

 ３     加盟店は、商品の発送については、商品発送簿を整備し、各申込書等に発送済である旨 
 を注記するとともに、運送機関の荷受伝票その他運送の受託を証明する⽂書を受領して 
 これを整然と７年間保管するものとします。 

 ４     商品の送付先は、原則として顧客の住所地とします。顧客の住所地以外に発送した場合 
 には、加盟店が全責任を負うものとします。 

   

 第１４条     （信⽤販売等の責任） 

 加盟店は、基本契約等に定める⼿続によらず、または、加盟店契約等に違反して、信⽤販売 
 等を⾏った場合⼀切の責任を負うものとし、かかる場合には基本契約等および加盟店契約に 
 従い本件代⾦の返戻等に応じるものとします。 

   

 第１５条     （⼿数料、本件代⾦の⽀払） 

 １      加盟店は、本サービスを利⽤した信⽤販売等につき１回ごとに、各決済サービスについ 
 ての当社所定の⼿数料⾦額およびこれに係る消費税が⽣ずる場合はその相当額（利⽤す 
 る本サービスにより消費税の発⽣の有無が異なります。以下、消費税相当額を含めて 
 「⼿数料等」といいます。）を当社に対して⽀払うものとします。⼿数料等の算出上１ 
 円未満の端数が⽣じた場合は､⼿数料は四捨五⼊し、消費税は切り捨てるものとします｡ 
 本件代⾦の返戻が発⽣した場合は、返戻相当額の決済⼿数料および消費税は当社から加 
 盟店に払戻されません。 

 ２      加盟店は、信⽤販売等の決済が⽣じた後、当社所定の⽅法で、当社に対して、当該本件 
 代⾦に係る信⽤販売等代⾦合計額（以下「対象信⽤販売等代⾦」といいます。）の⽀払 
 請求をしなければなりません。当社は、当社の定める保留期間（信⽤販売等の決済が⽣ 
 じた後、本件代⾦につき加盟店が指定した⾦融機関⼝座に振り込みが可能となるまで加 
 盟店アカウントで加盟店の保有残⾼として保留される期間をいいます。）が経過した 
 後、対象信⽤販売等代⾦から､⼿数料等および当社の定める振込⼿数料（以下「振込⼿数 
 料」といいます。）を差し引いた額を加盟店が指定した⾦融機関⼝座に振り込むものと 
 します｡但し、保留期間経過後に当該⽀払請求をした場合は、当該⽀払請求⽇から２営業 
 ⽇後（但し、２営業⽇に⾦融機関の休業⽇が含まれる場合には、⾦融機関の休業⽇を除 
 いて２営業⽇とします。）までに、振り込むものとします。当社は、加盟店から本件代 
 ⾦の⽀払請求を相当期間受け付けなかった対象信⽤販売等代⾦については、当該対象信 
 ⽤販売等代⾦から⼿数料等および振込⼿数料を差し引いた⾦額を、加盟店が振込⼝座と 
 して指定した⾦融機関⼝座に振り込むことができるものとします。なお､振込⼿数料は加 
 盟店が負担するものとします。なお、別途合意した加盟店については、保留期間を短縮 
 することができます。 

 ３        加盟店は、商品発送⽇またはサービスの提供⽇から起算し、当社または決済パートナが 
 定める期間を経過した後に本件代⾦の⽀払請求をした場合、関係する信⽤販売等の本件 
 代⾦の⽀払請求について、当社から拒絶されても異議ないものとします。 

 ４  加盟店は、顧客に当社の⼿数料・振込⼿数料を負担させてはならないものとし、加盟店 
 が顧客に⼿数料を負担させた場合、加盟店は、当該⼿数料に相当する⾦額を直ちに顧客 
 に返⾦するものとします。 

 ５  チャージバック（クレジットカードの不正使⽤などの理由により本件代⾦の⽀払に顧客 
 が同意せず、決済パートナーがその代⾦の売上を取消しすること）やその他の理由によ 
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 り本件代⾦の返戻が⽣じ、加盟店アカウントにおいて保有残⾼がマイナス残⾼として表 
 ⽰される場合、加盟店は、当該マイナス残⾼相当額を、当社が加盟店に⼿続きを依頼し 
 た⽇から３営業⽇以内に、当社の指定銀⾏⼝座に⼊⾦または振込をするものとします。 
 また、当社は、必要があるときは、当該マイナス残⾼相当額を加盟店が当社に対して有 
 する⼀切の債権額から控除することができるものとします。 

 ６  加盟店アカウントの保有残⾼について法定利息その他遅延損害⾦は発⽣しないものとし 
 ます。 

 第１６条     （苦情処理対応等） 

 １         加盟店は、信⽤販売等による顧客への商品の引き渡し、サービスの提供、引渡した商品 
 および、提供したサービスの瑕疵、アフターサービスその他信⽤販売等に関する⼀切の 
 責任を負担し、それが原因で顧客との間に紛議が⽣じた場合には遅滞なくその解決に努 
 めるものとします。また、加盟店は、顧客と決済パートナーとの間に紛議が⽣じた場 
 合、決済パートナーに対し、決済パートナーの求めに応じて、顧客との取引の態様（当 
 該販売の内容、勧誘⾏為がある場合にはその内容）、紛議の発⽣要因について報告する 
 ものとします。 

 ２      当社または決済パートナーが顧客から信⽤販売等に関する苦情を受け、当該苦情の内容 
 が加盟店の割賦販売法第３５条の３の７に規定される⾏為（但し、本サービスとして提 
 供されるサービスがクレジットカード決済サービスである場合に限ります。）その他消 
 費者の利益の保護に反すると判断した場合、当社および決済パートナーは、当該苦情内 
 容、再発防⽌体制、苦情処理体制等につき、加盟店を調査するものとし、加盟店は、当 
 該調査に必要な協⼒・報告をしなければなりません。 

 ３     加盟店は、第１項の報告、認定割賦販売協会の保有する情報（但し、本サービスとして 
 提供されるサービスがクレジットカード決済サービスである場合に限ります。）その他 
 の⽅法による当社または決済パートナーの調査の結果、当社または決済パートナーが顧 
 客の紛議の発⽣状況が、他の加盟店と⽐較して顧客の利益の保護に⽋けると合理的に認 
 める場合には、当該⾏為の詳細事項、当該⾏為の防⽌体制、苦情処理体制に関する事項 
 その他の当該⾏為の防⽌のために当社または決済パートナーが必要と認める事項を、当 
 社または決済パートナーの求めに応じて報告しなければならないものとします。 

 ４     当社および決済パートナーは、前三項の報告その他当社および決済パートナーの調査の 
 結果、必要があると合理的に認める場合には、加盟店に対し、所要の措置を⾏うことが 
 でき、加盟店はこれに従うものとします。但し、当社および決済パートナーによる指導 
 は、加盟店を免責するものではありません。当社および決済パートナーが⾏う措置・指 
 導には以下を含みますが、これに限られません。 

 （１）⽂書または⼝頭による改善要請 

 （２）信⽤販売等の停⽌ 

 （３）基本契約等の解除 

 ５     第１項および第２項の紛議が６０⽇間経過しても解決しない場合、加盟店は当該本件代 
 ⾦の請求を取消し、既に本件代⾦を受領済みのときには、当該本件代⾦相当額を、当社 
 を通じて決済パートナーに返還しなければならないものとします。 

   

 第１７条     （提携組織の規則等の遵守） 
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 １     加盟店は信⽤販売等にあたり、提携組織の規則等に準拠した取扱いを⾏わなければなり 
 ません。 

 ２     加盟店が提携組織の規則等に準拠した取扱いを⾏うために要する費⽤は、加盟店の負担 
 とします。 

 ３     加盟店が提携組織の規則等に違反したことによる第三者に対する責任は、加盟店が負担 
 するものとします。 

 ４     加盟店は、提携組織の規則等に変更（制定、廃⽌等を含みます。）があった場合は、変 
 更後の内容が適⽤されるものとし、当該変更に起因して加盟店に⽣じる費⽤、損害、第 
 三者に対する責任は、加盟店が負担するものとします。 

 ５     加盟店が、基本契約等に関連し、提携組織の規則等内容について当社に問合せをした場 
 合は、当社は実務上可能な範囲で当該問合せに回答するものとします。 

   

 第１８条     （その他遵守事項） 

 １      加盟店は、次の各号に定める事項を遵守するものとします。また、加盟店の従業員、役 
 員、出店者、あるいは出店者の従業員もしくは役員が次の各号の定めに反する⾏為また 
 はこれに類する⾏為を⾏った場合には、加盟店が⾃らこれを⾏ったものであるとみなさ 
 れるものとします。 

 （１）加盟店の営業を規制する法律、命令、規則および⾏政指導を遵守すること。 

 （２）当社または決済パートナーの商標を当社または決済パートナーの承諾なく使⽤した 
 り、第三者に使⽤させないこと。 

 （３）加盟店契約等および基本契約等における地位ならびに加盟店契約等および基本契約 
 等に基づく債権を当社以外の第三者に譲渡（合併・会社分割等の組織再編⾏為によ 
 るものであるかを問わない。）または担保に供しないこと。 

 （４）加盟店契約等および基本契約等に基づく信⽤販売等のため当社または決済パート 
 ナーから預かった⼀切の資料を第三者に引渡したり担保に供しないこと、その他第 
 三者の売掛⾦の決済・回収のために基本契約等に基づく決済を利⽤しないこと。 

 （５）⾦銀等の地⾦、煙草、専売品を当社および決済パートナーの承諾なく信⽤販売等の 
 対象としないこと。なお、当社および決済パートナーは加盟店への通知により信⽤ 
 販売等の対象としない商品の追加、削除、変更ができるものとします。 

 （６）特定商取引法に定める連鎖販売取引、業務提供誘因販売取引およびこれに類する取 
 引、私的独占の禁⽌および公正取引の確保に関する法律に違反する⾏為、公序良俗 
 違反等の無効や取消、その他監督官庁から改善指導・⾏政処分等を受けるまたは受 
 ける可能性のある信⽤販売等を⾏わないこと。 

 (７)  顧客との間に真実取引がないのに、それがあるかのように顧客と通謀しあるいは顧 
 客に依頼して取引があるかのように装わないこと。 

 （８）  顧客と取引を⾏うあるいは取引の勧誘にあたり、違法または不適切な⾏為を⾏わな 
 いこと。 

 （９）詐欺⾏為を⾏わないこと。 
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 （１０）本サービスを商品等の代⾦の決済以外の⽬的に使⽤する⾏為および本サービスの 
 運営に⽀障を与える⾏為を⾏わないこと。 

 （１１）無限連鎖講（ねずみ講）を開設し、またはこれに勧誘する⾏為を⾏わないこと。 

 （１２）その他、法令に違反し、または他⼈に不利益を与える⾏為を⾏わないこと。 

 （１３）当社および決済パートナーのイメージを低下させる販売⾏為または提供を⾏わな 
 いこと。 

 （１４）前各号のいずれかに該当する⾏為が⾒られる他⼈のデータ、情報等へリンクを貼 
 る⾏為を⾏わないこと。 

 ２     加盟店は、基本契約等の履⾏にあたり、基本契約等の各条項および信⽤販売等の運⽤に 
 関する当社および決済パートナーからの指⽰・指導等に従うものとします。 

 ３     当社および決済パートナーは、前項の運⽤の変更があった場合は、速やかに加盟店に連 
 絡するものとし、当該連絡以降は変更後の内容が適⽤されるものとします。なお、当該 
 変更に起因して加盟店に⽣じる費⽤、損害、第三者に対する責任は加盟店が負担するも 
 のとします。 

 ４     加盟店の責めに帰すべき事由に起因して、提携組織が、決済パートナーに違約⾦、反則 
 ⾦等を課すことを決定した場合、決済パートナーは、加盟店に対して、当該違約⾦、反 
 則⾦等の額と同額の⽀払を請求することができ、請求された加盟店は、これを決済パー 
 トナーに⽀払うものとします。また、加盟店の責めに帰すべき事由に起因して、提携組 
 織が、決済パートナーに違約⾦、反則⾦等を課すことを決定し、当社が決済パートナー 
 から当該違約⾦、反則⾦等の額と同額の⽀払請求を受けた場合、加盟店は、これを当社 
 に⽀払うものとします。 

 ５     本サービスの提供を受けるために必要な、コンピュータ、ソフトウェアその他の機器、 
 通信回線その他の通信環境等の準備および維持は、加盟店の費⽤と責任において⾏うも 
 のとします。 

 ６     加盟店は⾃⼰の本サービスの利⽤環境に応じて、コンピュータ・ウィルスの感染の防 
 ⽌、不正アクセスおよび情報漏洩の防⽌等のセキュリティ対策を⾃らの費⽤と責任にお 
 いて講じるものとします。 

   

 第１９条     （状況報告、証明書等の提出と管理） 

 １     加盟店は、当社または決済パートナーから求められたときは、最新の決算状況および特 
 定時期の財務状況について、⽂書その他当社および決済パートナーが適当と認める⽅法 
 により、当社および決済パートナーに対し報告を⾏うものとします。 

 ２     加盟店は、当社または決済パートナーが請求した場合には、取引申込書、申込受付書ま 
 たは申込データ、ならびに商品発送の証明⽂書を速やかに当社および決済パートナーに 
 提出するものとします。 

   

 第２０条     （機密保持） 

 １     加盟店は、基本契約等の締結および履⾏により知り得た当社および決済パートナー固有 
 の業務上または技術上の情報（決済パートナーより当社および加盟店宛に提供する事務 
 連絡票の情報等が含まれますが、公知の情報を除きます。以下「機密情報」といいま 
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 す。）を善良なる管理者の注意義務をもって管理し、基本契約等の⽬的に必要となる限 
 りにおいて使⽤し、当社および決済パートナーの書⾯による事前の同意を得ることな 
 く、第三者に開⽰または漏洩しないものとします。 

 ２     加盟店が基本契約等の業務を第三者に委託（数次委託を含むものとし、以下同じで 
 す。）するうえで前項の事項を開⽰する必要がある場合、または出店者（上記委託先と 
 個別に、または総称して「委託先等」といいます。）に信⽤販売等を⾏わせるうえで前 
 項の事項を開⽰する必要がある場合には、当社および決済パートナーの書⾯による事前 
 の同意を取得し、かつ⽬的外使⽤禁⽌義務および守秘義務を委託先等に課したうえで、 
 それぞれ委託業務および信⽤販売等を⾏うために必要な事項に限り開⽰できるものとし 
 ます。 

 ３     委託先等が前項の義務に反し、当社または決済パートナーに損害を⽣じさせた場合に 
 は、加盟店の義務違反とし、該当する加盟店は、当該損害を賠償する責任を負います。 

 ４     加盟店は、機密情報を滅失・毀損・漏洩等することがないよう必要な措置を講ずるもの 
 とし、当該情報の滅失・毀損・漏洩等に関し責任を負うものとします。 

 ５     加盟店は、機密情報をその責任において万全に保管するものとし、基本契約等が終了し 
 た場合に当社または決済パートナーの指⽰があるときは、その指⽰内容に従い返却また 
 は廃棄するものとします。 

 ６     本条の規定は、基本契約等の終了後もその効⼒を有するものとします。 

   

 第２１条     （個⼈情報の守秘義務等） 

 １     加盟店は、加盟店が知り得た個⼈情報を、秘密として保持し、適⽤法（個⼈情報の保護 
 に関する法律を含むがこれに限られない）ならびに当社および決済パートナー  との契約 
 等に従って取り扱うものとします。 

 ２     前項の個⼈情報には、次に定める情報が含まれるものとします。 

 （１）当社、加盟店および決済パートナー間でペーパーやMT等を媒介にオフラインで交換 
 される顧客の個⼈に関する情報 

 （２）加盟店が決済パートナーから直接受け取った顧客の個⼈に関する情報（申込書等） 

 （３）決済パートナーを経由せず、加盟店が受け取った顧客の個⼈に関する情報（加盟店 
 売上情報等） 

 （４）加盟店のホストコンピュータに登録される顧客の個⼈に関する情報（加盟店売上情 
 報等） 

 ３      加盟店は、個⼈情報を滅失・毀損・漏洩等することがないよう必要な措置を講ずるもの 
 とし、決済パートナーの⽀配が可能な範囲を除き個⼈情報の滅失・毀損・漏洩等に関し 
 責任を負うものとします。 

 ４  加盟店は、個⼈情報をその責任において万全に保管し、基本契約等が終了した場合は、 
 直ちに、当社または決済パートナーの指⽰に従い、返却または廃棄するものとします。 

 ５     本条の規定は、基本契約等の終了後もその効⼒を有するものとします。 
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 第２２条     （委託の場合の個⼈情報等の取扱い） 

 １     加盟店は、基本契約等に関わる業務処理を第三者に委託する場合（以下、この委託を受 
 けた第三者を「委託先」といいます。）には、当社および決済パートナーの事前の承認 
 を得たうえで、⼗分な個⼈情報の保護⽔準を満たしている委託先を選定し委託先に基本 
 契約等における加盟店と同様の機密保持義務および個⼈情報管理措置義務等を課す内容 
 を含む契約を委託先と締結するものとします。但し、加盟店が当社および決済パート 
 ナーの同意を得て委託を⾏う場合であっても、基本契約等で定められる加盟店の義務お 
 よび責任は⼀切免除または軽減されないものとします。 

 ２     委託先が前項の義務に反し、当社または決済パートナーに損害を⽣じさせた場合には、 
 加盟店の義務違反とし、該当する加盟店は、当該損害を賠償する責任を負います。 

 ３     本条の規定は、基本契約等の終了後もその効⼒を有するものとします。 

   

 第２３条     （マーケティング活動） 

 1  加盟店は、当社の提供する本サービスの利⽤者として、あるいは当社のマーケティング 
 キャンペーンの参加者として、当社および決済パートナーのウェブサイト、メディア、 
 記事、出版物、プラットフォームまたはネットワーク上で加盟店の名前、商号、商標ま 
 たはその他のシンボルを宣伝、公表または提⽰する権利を有することを了承し、同意す 
 るものとします。また、加盟店は、当社が、上記の⽬的のために求めた場合は、加盟店 
 の商号、商標またはその他のシンボルのデータ等を提供するものとします。 

 2  加盟店は、当社の他のマーケティング活動に関して当社に協⼒するものとし、その詳細 
 は両当事者間で別途合意されるものとします。 

 第２４条     （第三者からの申⽴） 

 １     個⼈情報の滅失・毀損・漏洩等に関し、決済パートナーの顧客を含む第三者から、訴訟 
 上または訴訟外において、決済パートナーに対する損害賠償請求等の申⽴がされた場 
 合、加盟店は当該申⽴の調査解決等につき決済パートナーに全⾯的に協⼒するものとし 
 ます。 

 ２     前項の第三者からの決済パートナーに対する申⽴が、第２１条第３項に定める加盟店の 
 責任範囲に属するときは、加盟店は、決済パートナーが当該申⽴を解決するのに要した 
 ⼀切の費⽤（直接の費⽤であるか間接の費⽤であるかを問わず、弁護⼠費⽤等を含みま 
 す。）を負担するものとし、加盟店は決済パートナーの請求に従い、当該費⽤相当額を 
 直ちに⽀払うものとします。 

 ３     本条の規定は、基本契約等の終了後もその効⼒を有するものとし、機密情報の滅失・毀 
 損・漏洩等に関し、第三者から当社、加盟店および決済パートナーに対する損害賠償等 
 の申⽴がされた場合に準⽤されるものとします。 

   

 第２５条     （個⼈情報安全管理措置） 

 １     加盟店は、個⼈情報管理責任者を設置するものとし、個⼈情報管理責任者は、加盟店お 
 よび委託先における個⼈情報（本サービスとして提供されるサービスがクレジットカー 
 ド決済サービスである場合、カード番号等を含み、本条において以下同じです。）の⽬ 
 的外利⽤・漏洩等が発⽣しないよう情報管理の制度、システムの整備・改善、社内規定 
 の整備、従業員の教育、委託先の監督等適切な措置を講ずるものとします。 
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 ２         本サービスとして提供されるサービスがクレジットカード決済サービスである場合、加 
 盟店は、売上票やCAT（クレジットオーソリゼーションターミナル）端末機その他カー 
 ドの有効性をチェックする機器等およびそれらに記載または記録されている個⼈情報を 
 利⽤契約に定める業務⽬的以外の⽬的に利⽤しないものとします。また、加盟店は、売 
 上票の加盟店控えを⾃⼰の責任において厳重に保管管理するとともに、CAT（クレジッ 
 トオーソリゼーションターミナル）端末機その他カードの有効性をチェックする機器等 
 にカード情報を抜き取るための装置等を設置されないよう⾃⼰の責任において管理する 
 ものとします。 

 ３     加盟店は、個⼈情報を顧客に公表または通知した⽬的以外の⽬的に使⽤し、または、顧 
 客の同意なく第三者に提供・開⽰・漏洩したときには、直ちに当社および決済パート 
 ナーに報告し、当社および決済パートナーの指⽰に従うものとします。 

 ４     当社および決済パートナーは、加盟店による個⼈情報の漏洩等が、安全管理措置の不備 
 （加盟店が設置するコンピュータその他サーバの脆弱性を含むがこれに限られませ 
 ん。）に起因するものと認めた場合には、加盟店に対し、必要かつ合理的な指導を⾏う 
 ことができ、加盟店は当該指導に基づき、必要な措置を講じるものとします。この指導 
 は、以下のものを含むがこれに限られません。但し、当社および決済パートナーによる 
 指導は、加盟店を免責するものではありません。 

 （１）外部の第三者から加盟店が個⼈情報を保有するコンピュータその他のサーバに侵⼊ 
 されない強固なシステムの整備・改善 

 （２）本サービスとして提供されるサービスがクレジットカード決済サービスである場 
 合、加盟店がオーソリゼーション後に保管・保持を禁⽌されている暗証番号、セ 
 キュリティコード（CVV2、CVC2）、または当社およびクレジットカード会社が指 
 定する情報の廃棄徹底 

 第２６条（知的財産権） 

 本サービスを提供するために使⽤される特許権、実⽤新案権、商標権、意匠権、著作権、ノ 
 ウハウ、その他の知的財産権は当社に帰属し、基本規約等に基づく加盟店による本サービス 
 の利⽤における使⽤を除き、基本規約等のいかなる規定も、その他の使⽤権、実施権もしく 
 はライセンスの付与もしくは設定または譲渡を意味しないものとします。 

 第２７条     （表明・保証・確約） 

 １     加盟店は、当社および決済パートナーに対して、基本契約等の成⽴時点および基本契約 
 等の有効期間中において、以下の事項が真実かつ正確であることを表明し、保証する。 

 （１）⾏為能⼒ 

 加盟店は、適⽤法令上、事業を運営するために必要な許認可を取得しており、基本 
 契約等を締結し、これらに基づく権利を⾏使し、義務を履⾏する権利能⼒および⾏ 
 為能⼒を有すること。 

 （２）社内⼿続 

 加盟店は、基本契約等を締結し、これらに基づく権利を⾏使し、義務を履⾏するた 
 めに、法令および定款その他の社内規則に基づき要求される内部⼿続を適法かつ適 
 正に完了していること。 

 （３）適法性等 
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 基本契約等を加盟店が締結しまたは加盟店がこれらに基づく権利を⾏使し、もしく 
 は義務を履⾏することは、加盟店に対して適⽤のある⼀切の法令、加盟店の定款そ 
 の他の社内規則に抵触せず、加盟店を当事者とする契約の違反または債務不履⾏事 
 由とはならないこと。また、本サービスの利⽤に関して、⽇本または外国の政府も 
 しくは国際機関の制裁リストに基づいて制裁または制限されていないこと。 

 （４）有効な契約 

 基本契約等は、これを締結した加盟店につき適法、有効かつ拘束⼒のある契約であ 
 ること。 

 （５）⾮詐害性 

 加盟店は、現在債務超過ではなく、加盟店が基本契約等を締結することは、詐害⾏ 
 為取消の対象とはならず、加盟店の知りうる限り、基本契約等について詐害⾏為取 
 消その他の異議を主張する第三者は存在しないこと。 

 （６）提供情報の正確性 

 加盟店が、基本契約等の締結または本サービスの利⽤登録申請にあたって、当社ま 
 たは決済パートナーに提供した情報は、重要な点において正確であり、かつ、重要 
 な情報はすべて当社または決済パートナーに提供されていること。 

 ２       加盟店は、当社および決済パートナーに対し、基本契約等の締結にあたり、加盟店（加 
 盟店の役員・従業員を含み、以下本項において同じ）が、暴⼒団、暴⼒団員、暴⼒団員 
 でなくなった時から５年を経過しない者、暴⼒団準構成員、暴⼒団関係企業、総会屋 
 等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴⼒集団等、その他これらに準ずる者（以下 
 これらを「暴⼒団員等」といいます。）または（１）の各号のいずれにも該当しないこ 
 とを表明・保証するとともに、将来においても加盟店が暴⼒団員等または（１）の各号 
 のいずれにも該当しないこと、⾃らまたは第三者を利⽤して（２）の各号のいずれかに 
 該当する⾏為を⼀切⾏わないことを確約します。 

 （１）①  暴⼒団員等が経営を⽀配していると認められる関係を有すること。 

 ②    暴⼒団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。 

 ③  ⾃⼰、⾃社もしくは第三者の不正の利益を図る⽬的または第三者に損害を加え 
 る⽬的をもってするなど、不当に暴⼒団員等を利⽤していると認められる関係 
 を有すること。 

 ④  暴⼒団員等に対して資⾦等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をして 
 いると認められる関係を有すること。 

 ⑤  役員または経営に実質的に関与している者が暴⼒団員等と社会的に⾮難される 
 べき関係を有すること。 

 （２）① 暴⼒的な要求⾏為 

 ②   法的な責任を超えた不当な要求⾏為 

 ③   取引に関して、脅迫的な⾔動をし、または暴⼒を⽤いる⾏為 

 ④   ⾵説を流布し、偽計を⽤いまたは威⼒を⽤いて決済パートナーの信⽤を毀損 
 し、または決済パートナーの業務を妨害する⾏為 

 ⑤   換⾦を⽬的とする商品の販売⾏為 
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 ⑥   合理的な理由なく、加盟店（代表者およびその関係者を含みます。）が保有す 
 るカード等を使⽤する、加盟店契約および基本契約等に係る信⽤販売等の⾏為 

 ⑦   その他①ないし⑥に準ずる⾏為 

 ３      加盟店の故意過失を問わず加盟店が前項の定めに違反していることが判明した場合、ま 
 たは違反している疑いがあると当社または決済パートナーが判断した場合、加盟店は、 
 基本契約等に基づく取引が停⽌されること、また直ちに基本契約等が解除されることが 
 ありえることを異議なく承諾します。これにより加盟店に損害が⽣じた場合でも当社お 
 よび決済パートナーに何らの請求は⾏わず、⼀切加盟店の責任とします。また、かかる 
 表明・保証、確約に違反して当社または決済パートナーに損害が⽣じた場合には、その 
 損害を加盟店は賠償しなければならないものとします。 

 ４     加盟店が、第２項の定めに違反していることが判明した場合、または違反している疑い 
 があると当社または決済パートナーが判断した場合、当社および決済パートナーは前項 
 に基づく契約解除の有無にかかわらず、加盟店に対する本件代⾦の⽀払の全部または⼀ 
 部を保留または拒絶することができるものとします。 

 ５      加盟店が第２項に定める表明保証確約事項に反すると具体的に疑われる場合には、当社 
 および決済パートナーは、加盟店に対し、当該事項に関する調査を⾏い、また、必要に 
 応じて資料の提出を求めることができ、加盟店は、これに応じるものとします。 

   

 第２８条     （届出事項の変更） 

 １     加盟店は、決済パートナーに対して届出ている商号、屋号、代表者名、所在地、カード 
 取扱店舗、業種、連絡先、指定⾦融機関⼝座等加盟店申込書記載事項もしくは登録情報 
 に変更が⽣じた場合、または、加盟店の営業が、許可、登録、届出等を要する場合で、 
 これらに異動が⽣じたときは、直ちに当社所定の⽅法で届出るものとします。 

 ２     前項の届出がないために、当社または決済パートナーからの通知またはその他添付書 
 類、本件代⾦が延着し、または到着しなかった場合にも、通常加盟店に到着すべき時に 
 到着したものとみなし、これにより加盟店に⽣じた損害について当社および決済パート 
 ナーは⼀切責任を負いません。 

   

 第２９条     （本サービスの停⽌等） 

 １   当社は、以下のいずれかに該当する場合には、加盟店に事前に通知することなく、本 
 サービスの利⽤の全部または⼀部を停⽌または中断することができるものとします。こ 
 の場合、当社および決済パートナーは、何らの通知を要することなく、基本契約等に基 
 づく当社の債務の全部または⼀部の⽀払を、当社がサービスの利⽤再開を認める時まで 
 保留することができるものとし、保留した期間の法定利息その他遅延損害⾦の⽀払義務 
 を負わないものとします。 

 （１）本サービスに係るコンピュータ・システムの点検または保守作業を定期的または緊 
 急に⾏う場合 

 （２）コンピュータ、通信回線等が事故により停⽌した場合 

 （３）⽕災、停電、天災地変などの不可抗⼒により本サービスの運営ができなくなった場 
 合 
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 （４）決済パートナーまたは加盟会社のシステムに、トラブル、サービス提供の中断また 
 は停⽌、本サービスとの連携の停⽌、仕様変更等が⽣じた場合 

 （５）適⽤法、基本契約等、加盟店契約等または決済パートナーが定める規定、ルールお 
 よび指⽰等において加盟店または委託先等が遵守すべきものとして定められた条項 
 を遵守しなかった場合 

 （６）加盟店アカウントにつき、当社の許容限度を超える、マイナス残⾼、過剰な払戻 
 し、チャージバック請求または⽀払い取消しが判明した場合 

 （７）顧客その他の者による不正⾏為があった場合、または加盟店の通常の過程における 
 事業または商品およびサービスの販売の提供ではないと当社が判断する場合 

 （８）決済パートナーまたは当局により、当社を通じて加盟店アカウントに関する取引停 
 ⽌があった場合 

 （９）加盟店において６ヶ⽉間、本サービスを利⽤した取引がない場合（かかる理由によ 
 りサービスの利⽤の全部または⼀部を停⽌または中断された場合、本サービスの利 
 ⽤を再開するには当社または決済パートナーが求めるときには加盟店としてサービ 
 ス利⽤の継続を承諾するかどうかの審査を⾏うことができるものとします。） 

 （１０）その他、当社が停⽌または中断を必要と判断した場合 

 ２     当社は、当社の都合により、本サービスの提供を終了することができます。この場合、 
 当社は加盟店に事前に通知するものとします。 

 ３     当社は、本条に基づき当社が⾏った措置に基づき加盟店に⽣じた損害について⼀切の責 
 任を負いません。 

   

 第３０条     （解約等） 

 １     当社は、１ヶ⽉前までに加盟店に対し予告することにより基本契約等を解約または⼀部 
 もしくは全部の本サービスの利⽤を終了させることができるものとします。 

 ２     加盟店は、当社の定める⽅法により３ヶ⽉前までに当社に対し予告することにより基本 
 契約等を解約または⼀部もしくは全部の本サービスの利⽤を終了させることができるも 
 のとします。 

   

 第３１条     （契約解除等） 

 １         当社は前条にかかわらず加盟店または委託先等が次の各号のいずれかに該当した場合、 
 または当社が該当しているものと認めた場合は、当該加盟店に何ら通知・勧告すること 
 なく直ちに当該加盟店との間の基本契約等を解除または⼀部もしくは全部の本サービス 
 の利⽤を終了（以下「解除等」といいます。）させることができるものとします。 

 （１）第１６条第２項に定める調査の結果等から、当社または決済パートナーが加盟店と 
 して不適当と判断したとき。 

 （２）第２７条第２項の規定に違反したとき。 

 （３）加盟店に対し第２７条第５項の調査等が完了しない場合や、加盟店がこれらの調査 
 等に対し虚偽の回答をしたとき。 
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 （４）当社または決済パートナーに提供する登録情報に虚偽の事実が含まれていたとき。 

 （５）基本契約等に基づいて知り得た顧客に付帯する情報を基本契約等の⽬的以外に利⽤ 
 したとき。 

 （６）基本契約等に基づく本件代⾦の返還に応じなかったとき。 

 （７）基本契約等の規定に違反し加盟店の地位を第三者に譲渡する⾏為を⾏ったとき。 

 （８）基本契約等に定める⼿続によらずに信⽤販売等を⾏ったとき。 

 （９）基本契約等に定める決済パートナーの調査に対し合理的な協⼒を⾏わないとき。 

 （１０）基本契約等の規定に違反して決済パートナーの改善措置の要求に従わないとき。 

 （１１）基本契約等の規定に違反して買戻しに応じないとき。 

 （１２）前各号の他、適⽤法、基本契約等、加盟店契約等または決済パートナーが定める 
 規定、ルールおよび指⽰等に違反したとき。 

 （１３）加盟店が監督官庁から営業の取消または停⽌処分を受けたとき。 

 （１４）⾃ら振出した⼿形・⼩切⼿が不渡りになったとき、およびその他⽀払停⽌となっ 
 たとき。 

 （１５）差押え・仮差押え・仮処分の申し⽴てまたは滞納処分を受けたとき、破産・⺠事 
 再⽣・会社更⽣・特別清算の申し⽴てを受けたとき、またはこれらの申し⽴てを 
 ⾃らしたとき、合併によらず解散したとき。 

 （１６）加盟店が、その他経営状態が悪化しまたはそのおそれがあると認められる相当の 
 事由が発⽣したとき。 

 （１７）他の会社との取引にかかわる場合も含めて、信⽤販売等制度を悪⽤していると当 
 社または決済パートナーが判断したとき。 

 （１８）営業または業態が公序良俗に反すると当社または決済パートナーが判断したと 
 き。 

 （１９）当社が、決済パートナーまたは当局から、加盟店との取引の停⽌を求められたと 
 き。 

 ２     前項の解除等に基づき当社または決済パートナーに損害が発⽣した場合は、当社および 
 決済パートナーは加盟店に対して損害賠償請求をすることができるものとします。ま 
 た、この場合、当社は、解除等の効⼒発⽣前に、加盟店に何らの通知を要することな 
 く、直ちに加盟店との間の基本契約等による取引を停⽌させることができるものとしま 
 す。その場合、当社に対する⼀切の未払債務について、加盟店は当然に期限の利益を失 
 うものとし、直ちに⽀払うものとします。 

 ３     基本契約等の解約・解除等条項または第１項各号のいずれかの事態が発⽣した場合、基 
 本契約等の解約・解除等条項または第１項に基づき基本契約等を解除等するか否かにか 
 かわらず、当社および決済パートナーは、何らの通知を要することなく、当該事態発⽣ 
 前に⽣じていたかまたは当該事態発⽣後に⽣じたかにかかわらず、基本契約等に基づく 
 債務の全部または⼀部の⽀払を１２ヶ⽉間保留することができるものとします。この場 
 合、当社および決済パートナーは、当該事態の発⽣前に⽣じた遅延損害⾦を除き、法定 
 利息その他遅延損害⾦の⽀払義務を負わないものとします。また、この場合、加盟店 
 は、当社が加盟店に対して有する⼀切の⾦銭債権（基本契約等に基づくものであるか否 
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 かは問いません。）につき、当社から請求された⾦額を3営業⽇以内に振り込むものと 
 します。当社は、当該⾦銭債権と⽀払いを保留した債務を相殺することができるものと 
 します。 

 ４     本条第１項第１３号ないし第１５号のいずれかの事態が発⽣した場合、加盟店契約等お 
 よび基本契約等に基づき決済パートナー（または当社）が加盟店に対し負担する⾦銭債 
 務その他の財務給付を⾏うべき債務と決済パートナー（または当社）が加盟店に対して 
 請求することのできる⼀切の⾦銭債権（加盟店契約および基本契約等に基づくものであ 
 るか否かは問いません。）とは、何らの意思表⽰を要せず、当然に対当額で相殺される 
 ものとします。加盟店契約等および基本契約等の解約・解除等条項または本条第１項各 
 号（第１３号ないし第１５号を除きます。）のいずれかの事態が発⽣した場合または決 
 済パートナーが必要または適当と認めた場合、決済パートナーは加盟店契約等および基 
 本契約等に基づき、決済パートナーが加盟店に対し負担する⾦銭債務その他の財務給付 
 を⾏うべき債務と決済パートナーが加盟店に対して請求することのできる⼀切の⾦銭債 
 権（基本契約等に基づくものであるか否かは問いません。）とを、何らの意思表⽰を要 
 せず、対当額で相殺することができるものとします。 

 ５     当社および決済パートナーは、加盟店または委託先等が基本契約等の規定に違反してい 
 る疑いがあると合理的に認めた場合には、基本契約等に基づく信⽤販売等を⼀時的に停 
 ⽌することができるものとします。信⽤販売等を⼀時停⽌した場合には、加盟店は、当 
 社および決済パートナーが取引再開を認めるまでの間、信⽤販売等を⾏うことができな 
 いものとします。これにより加盟店に損害が⽣じた場合でも当社および決済パートナー 
 に何らの請求は⾏わず、⼀切加盟店の責任とします。 

   

 第３２条     （契約・サービス利⽤終了の処理） 

 １     基本契約等または本サービスの利⽤が終了した場合、終了⽇までに⾏われた信⽤販売等 
 は有効に存続するものとし、当社および加盟店は、当該信⽤販売等を基本契約等に従い 
 取扱うものとします。但し、加盟店および当社が別途合意をした場合はこの限りではあ 
 りません。 

 ２     加盟店は基本契約等または本サービスの利⽤が終了した場合には、基本契約等または本 
 サービスの存在を前提とした広告宣伝、取引申込みの誘引⾏為を中⽌し、決済パート 
 ナーから交付されていた取扱関係書類ならびに印刷物（販売⽤具）を速やかに当社また 
 は決済パートナーに返却するものとします。なお、端末機を設置している場合にはその 
 使⽤規約の定めるところに従うものとします。 

   

 第３３条     （免責および⾮保証） 

 １       本サービスおよび決済システムの利⽤に付随するソフトウェア等（以下「ソフトウェ 
 ア」といいます。）は、「現状有姿で」提供され、加盟店は⾃⼰の責任においてそれら 
 を利⽤するものとします。 

 ２       当社は、本サービスおよびソフトウェアについて、以下の各号に定める内容を保証する 
 ものではありません。 

 （１）本サービスが中断、中⽌、廃⽌されることがないこと。 

 （２）ソフトウェアの配布が中断、中⽌、廃⽌されることがないこと。 

 （３）本サービスおよびソフトウェアが、タイムリーに提供されること。 
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 （４）本サービスにおいてエラーが発⽣しないこと。 

 （５）本サービスが安全であること。 

 （６）本サービスおよびソフトウェアが最新であること。 

 （７）本サービス内に保存および管理されるデータが消失しないこと。 

 （８）本サービスおよびソフトウェアが第三者の知的財産権またはその他の権利を侵害し 
 ないこと。 

 ３       以下の各号のいずれかに該当する場合、決済システムの稼動保証の範囲外とし、当社は 
 加盟店に対して責任を負わないものとします。 

 （１）当社決済システムが外部の接続機関（以下「外部機関」といいます。）と連携する 
 オンライン処理において、外部機関の処理状況、処理の過密、予期しない経路上構 
 成装置の異常により発⽣したパフォーマンス低下があった場合 

 （２）当社決済システムが外部機関と連携するプロセッシング処理において、外部機関の 
 不具合による通信不可、処理不可があった場合 

 （３）当社決済システムが加盟店より受領したデータの不備による処理の遅延、業務の遅 
 延が発⽣した場合 

 （４）加盟店の環境、第三者の環境に⽣じた事由による通信不可、処理不可があった場合 

 ４       当社は、加盟店が本サービスを利⽤することに起因または関連して顧客のコンピュータ 
 機器等の通信機器およびデータに発⽣した損害について、⼀切責任を負わないものとし 
 ます。 

 ５       当社は、加盟店の操作ミスにより⽣じたデータの修正は⾏わないものとします。 

 ６       天変地異その他不可抗⼒により、基本契約等に基づく当社の債務を履⾏できなかった場 
 合、当社は、当該不履⾏に基づく⼀切の債務につき免責されるものとします。 

 ７       本サービス内で提供されるソフトウェアは、各ソフトウェアが別途定めるライセンスに 
 従って取り扱われるものとします。また、ソフトウェアのダウンロードおよび利⽤につ 
 いては、加盟店の⾃⼰責任にて⾏うものとし、当社はいかなる保証も負わないものとし 
 ます。 

   

 第３４条     （損害賠償責任等） 

 １       加盟店が基本契約等または加盟店契約等に違反して信⽤販売等を⾏った等、加盟店の責 
 めに帰すべき事由により当社または決済パートナーが損害を被った場合には、加盟店は 
 当社または決済パートナーに対し当該損害を賠償する責を負うものとします。なお、損 
 害には、弁護⼠費⽤、提携組織の規則等により決済パートナーが負担することとなった 
 罰⾦・違約⾦（名称の如何を問わないものとします。）等を含むものとします。 

 ２      加盟店の責に帰すべき事由により当社または決済パートナーが加盟店の顧客やその他の 
 第三者からの損害賠償求等の請求（以下「第三者請求」といいます。）の対象となった 
 場合、加盟店は、加盟店の費⽤負担で、当該第三者請求から当社を防御するものとしま 
 す。また、当社は、⾃らの判断で当該第三者請求を弁護するために弁護⼠を任命する権 
 利を有するものとし、その場合、加盟店は、すべての費⽤および経費（弁護⼠費⽤を含 
 む）について責任を負うものとします。 
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 ３  加  盟  店  は、  前  項  に  基  づ  き  第  三  者  請  求  を  防  御  す  る  場  合、  (a)  当  該  第  三  者  請  求  の  状  況  に  つ  い  て 
 適時に当社に通知し、加盟店に送付されたまたは受領されたすべての通知、訴状および 
 その他書状の写しを直ちに当社に送付するものとし、(b)当該請求の和解、⽰談または解 
 決の前に、当社から書⾯による事前の同意を得るものとします。 

 ４     加盟店が本サービスの利⽤にあたり、当社の責めに帰すべき事由により損害を被った場 
 合には、基本契約等に基づき当社が免責される場合を除き、当社は、直接の結果として 
 現実に被った通常の損害に限り、賠償する責を負うものとします。但し、当社の賠償責 
 任は、損害賠償の事由が発⽣した時点から遡って過去３ヶ⽉間に当社が加盟店から現実 
 に受領した⼿数料等の総額を上限とします。 

   

 第３５条     （通知義務） 

 加盟店は、加盟店に以下の各号に該当する事由が⽣じた場合、直ちに当社に対して書⾯によ 
 り通知するものとします。この場合において、加盟店は、顧客との契約のうち、履⾏が完了 
 していない契約がある場合には、速やかに当該債務を履⾏するものとします。 

 （１）     ⽀払の停⽌または差押、競売、破産、⺠事再⽣⼿続開始、会社更⽣⼿続開始もしく 
 は特別清算開始の申⽴があったとき 

 （２）     任意整理に着⼿したとき 

 （３）     銀⾏および⼿形交換所の取引停⽌処分を受けたとき 

 （４）     公租公課の滞納処分を受けたとき 

 （５）     監督官庁による営業許可の取消、営業停⽌等の処分があったとき 

 （６）     廃業、転業、解散または重要な営業権もしくは営業資産の譲渡等の処分の決議を 
 ⾏ったとき 

 （７）     その他、基本契約等に基づく債務の履⾏が困難であることが客観的に明⽩になった 
 とき 

 （８）     重⼤な過失または背信⾏為があったとき 

 （９）     基本契約等の履⾏に関し、加盟店が当社に届出を⾏っている情報に虚偽または不正 
 確な情報があったとき 

 （１０）     基本契約等に違反したとき 

   

 第３６条     （基本規約等に定めのない事項） 

 決済パートナーと加盟店との間の契約に関し基本規約等に定めのない事項については、その 
 都度当社と決済パートナーが協議のうえ決定するものとします。 

   

 第３７条     （基本規約等の変更） 

 当社は、基本規約等（当社ウェブサイトに掲載する本サービスに関するルール、諸規定等を 
 含みます。以下同じです。）を変更できるものとします。当社は、基本規約等を変更した場 
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 合には、加盟店に効⼒発⽣⽇の１５⽇前までに当該変更内容（効⼒発⽣⽇を含む）を通知す 
 るものとし、当該変更内容の通知後、加盟店が本サービスを利⽤した場合または当社の定め 
 る期間内に登録取消の⼿続をとらなかった場合には、加盟店は、基本規約等の変更に同意し 
 たものとみなします。 

   

 第３８条     （準拠法） 

 基本契約等に関する準拠法はすべて⽇本法とします。 

   

 第３９条     （当社および加盟店間の合意管轄裁判所） 

 当社および加盟店間で訴訟の必要が⽣じた場合は、東京地⽅裁判所または東京簡易裁判所を 
 第⼀審の専属的合意管轄裁判所とします。 

   

   

 (制定⽇ ２０１６年２⽉１５⽇) 
 （最終改訂⽇ ２０２５年７⽉１５⽇) 
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 Omise Paymentsクレジットカード決済サービス利⽤規約 

 本  Omise  Payments  ク  レ  ジッ  ト  カー  ド  決  済  サー  ビ  ス  利  ⽤  規  約  （以  下  「本  個  別  規  約」  と  い  い  ま 
 す。）は、当社が加盟店に対して本サービスとしてクレジットカード決済サービスを提供する 
 場合の当社と加盟店の間の契約関係を定めるものです。なお、本個別規約における⽤語の意義 
 は、本個別規約において別段の定めがある場合および⽂脈上別段に解釈すべき場合を除き、 
 Omise  Payments  利  ⽤  規  約  （以  下  「基  本  規  約」  と  い  い  ま  す。）  に  お  け  る  定  義  に  よ  る  も  の  と  し  ま 
 す。また、本個別規約と基本規約の内容に⽭盾抵触がある場合は、本個別規約の内容を優先す 
 るものとします。 

 第１節 通則 

 第１条     （定義） 

 本個別規約中に定める⽤語の定義は次の各号に定めるとおりとします。 

 （１）「カード会社」とは、対象カードの発⾏者である法⼈または組織をいいます。 

 （２）「カード番号等」とは、割賦販売法（昭和３６年法律第１５９号）第３５条の１６ 
 第１項に定める「クレジットカード番号等」（クレジットカード番号、クレジッ 
 トカードの有効期限、暗証番号またはセキュリティコード）をいいます。 

 （３）「会員」とは、対象カードの利⽤をカード会社から承認された者をいいます。 

 （４）「セキュリティガイドライン」とは、クレジット取引セキュリティ対策協議会が策 
 定した「クレジットカード・セキュリティガイドライン」（名称が変更された場 
 合であっても、カード情報等の保護、クレジットカード偽造防⽌対策またはクレ 
 ジットカード不正利⽤防⽌のために、加盟店等が準拠することが求められる事項 
 を取りまとめた基準として当該ガイドラインに相当するものを含みます。）で 
 あって、その時々における最新のものをいいます。 

 （５）「対象カード」とは、次のいずれかの者が発⾏するカードであって、基本契約およ 
 び本個別契約における信⽤販売等で⽤いることができるものとして当社およびク 
 レジットカード会社が指定するカードをいいます。 

 ①   クレジットカード会社がクレジットカード会社以外のカード会社から発⾏業 
 務を受託して発⾏するカード 

 ②   クレジットカード会社が発⾏するカード 

 ③   提携組識のメンバーである⽇本国内外のカード会社が発⾏するカード 

   

 第２条     （包括代理） 

 加盟店等は、当社に対し、次の各号の事項について加盟店等を包括的に代理する権限を付与 
 するものとします。 

 （１）クレジットカード会社との包括加盟店契約、加盟店契約の締結に関する⼿続の履⾏ 

 （２）加盟店等に関するクレジットカード会社への申請および申請内容の変更届出 

 （３）与信請求、または売上承認請求および売上承認の取得 
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 （４）クレジットカード会社への通知、審査依頼および加盟店契約に基づくクレジット 
 カード会社からの通知送付書類等の受領 

 （５）会員から信⽤販売等に係る苦情が発⽣した場合にクレジットカード会社が⾏う加盟 
 店調査に関する⼀切の⼿続 

 （６）加盟店契約の変更の合意 

 （７）加盟店契約に基づく権利の⾏使、義務の履⾏ 

 （８）加盟店契約に関連する当社およびクレジットカード会社との間の⼀切の取引 

 （９）前各号の他、加盟店契約において、当社が加盟店から委託を受けるべきものとされ 
 る業務、その他当社および加盟店等が合意し、かつクレジットカード会社が承認し 
 た業務の履⾏ 

 （１０）上記業務に付随する⼀切の業務 

   

 第３条     （カード取扱店舗の承認） 

 加盟店は、カード取扱店舗を指定のうえ、予めクレジットカード会社に届出し承認を得るも 
 のとします。クレジットカード会社の承認のないカード取扱店舗での信⽤販売等はできない 
 ものとします。 

   

 第４条     （加盟店の責任） 

 １       加盟店は、カード取扱店舗内の会員の⾒やすいところに当社およびクレジットカード会 
 社所定の加盟店標識を掲⽰するものとします。 

 ２       加盟店は、カード会社と会員との契約関係、その他クレジットカード会社の取扱うクレ 
 ジットカード取引を承認し、カードの普及向上に協⼒するものとします。また、加盟店 
 は、クレジットカード会社または他のカード会社よりカードの利⽤または販売促進に係 
 わる展⽰物設置の要請を受けたときは内容を吟味のうえ、加盟店の業務運営に⽀障をき 
 たさない範囲でこれに協⼒するものとします。 

   

 第５条     （業務委託） 

 １       加盟店は、基本契約および本個別契約に基づき本来加盟店が遂⾏すべき第２条各号に関 
 する業務（以下「委託業務」といいます。）を当社に委託し、当社は、これを受託しま 
 す。加盟店は、当社に対し、委託業務について加盟店を包括的に代理する権限を付与し 
 ます。また、加盟店は、当社が加盟店から受託した委託業務の処理を第三者に再委託す 
 ることを予め承諾します。 

 ２      前項に定める場合を除き、加盟店は、クレジットカード会社の事前の書⾯による承諾の 
 ある場合を除き、基本契約および本個別契約に基づいて⾏う業務を第三者に委託できな 
 いものとします。 

   

 第６条     （対象カード） 
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 当社およびクレジットカード会社は、加盟店に可能な限り事前に通知することにより対象 
 カードの種類を追加、削減または変更できるものとします。 

   

 第７条     （信⽤販売等の特則） 

 クレジットカード会社の提携関係または加盟関係に変動が⽣じたときは、クレジットカード 
 会社からの通知により信⽤販売等を⾏うカードの範囲も変動するものとします。 

   

 第８条     （信⽤販売等の⽅法） 

 １       加盟店は、会員から信⽤販売等の申込があった場合、セキュリティガイドラインに掲げ 
 られた措置またはこれと同等の措置を講じて、⾃⼰の責任において以下の事項を確認す 
 るものとします。 

 （１）割賦販売法に定める基準に従い、申込者が当該申込で利⽤するカードの会員本⼈で 
 あること。なお、インターネットによる通信販売の場合は3-Dセキュア、セキュリ 
 ティコードの⼊⼒、その他当社およびクレジットカード会社が認める本⼈認証⽅法 
 により申込者とカード会員が⼀致すること。 

 （２）商品、⽒名、住所、電話番号、⽀払⽅法。 

 （３）第１４条に規定する不審な取引に該当しないこと（当該信⽤販売等がなりすましそ 
 の他のカード番号等の不正利⽤（以下「カード番号等不正利⽤」といいます。）に 
 該当しないことを含みます。）。 

 ２       加盟店が⾏う通信販売等が、会員に信⽤販売等に利⽤するカード番号を事前に登録さ 
 せ、以後の信⽤販売等時には当社または加盟店が付与したIDおよび会員が指定したパス 
 ワード等により、当該会員の本⼈認証を実施したうえで、登録されたカード番号を⽤い 
 る⽅式による場合、加盟店は、クレジットカード番号を登録する時点および、当社また 
 はクレジットカード会社が必要と認めた都度、当社およびクレジットカード会社が認め 
 た本⼈認証を⾏うものとします。 

 ３       加盟店は、会員から基本契約および本個別契約において許容されたカードによる信⽤販 
 売等の申込みを受けたときは、申込書、申込受付書、申込データに基づき、遅滞なく全 
 件について、クレジットカード会社の定める⽅法によりカードの会員番号、カードの有 
 効期限、売上債権額、会員認証⼿続を実⾏したときはその結果等を当社および当社経由 
 でクレジットカード会社に通知して、当社およびクレジットカード会社から信⽤販売等 
 の承認を得るものとします。但し、当社またはクレジットカード会社より要求を受けた 
 場合は、会員⽒名等、その他の申込情報を通知するものとします。当社およびクレジッ 
 トカード会社の承認が得られなかった場合はカードによる信⽤販売等を⾏わないものと 
 します。 

 ４       加盟店が商品を発送またはサービスを提供したときは、クレジットカード会社所定の売 
 上票⽤紙に必要事項を記⼊して、売上票を作成するものとします。売上票の作成に際し 
 ては、加盟店は次の事項を遵守するものとします。 

 （１）売上票は、商品発送⽇またはサービス提供⽇を取扱⽇として作成するものとしま 
 す。 

 （２）売上票には、カードの会員番号、会員⽒名、カードの有効期限、本件代⾦額、加盟 
 店名、加盟店番号、取扱⽇付、取扱者名、⽀払区分および承認番号その他必要事項 
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 を、また、分割払い販売を⾏う場合には分割払い回数およびボーナス併⽤の有無を 
 記載するものとします。 

 （３）売上票に記載できる⾦額は、当該販売代⾦ならびにサービス提供代⾦（いずれも税 
 ⾦、送料等を含みます。）のみとし、現⾦の⽴替、過去の売掛⾦の清算等は⾏わな 
 いものとします。 

 （４）加盟店は売上票の⾦額訂正、分割記載、取扱⽇付の不実記載等は⾏わないものとし 
 ます。⾦額に誤りがある場合には、当該売上票を破棄して新たに本条の⼿続によ 
 り、売上票を作成しなおすものとします。 

 （５）加盟店は、クレジットカード会社所定の売上票以外は使⽤できないものとします。 
 但し、クレジットカード会社が事前に承認した売上票については使⽤できるものと 
 します。また、売上票は加盟店の責任において保管・管理し、他に譲渡はできない 
 ものとします。 

 ５       当社およびクレジットカード会社の承認が得られた場合であっても、加盟店において、 
 当該カードの利⽤が無効カード、偽造カード、第三者による不正利⽤、その他正当な利 
 ⽤でないことを知り、もしくは知りうる状況にあった場合には、加盟店はカードによる 
 信⽤販売等を⾏わないものとします。なお、この場合、加盟店は、当社およびクレジッ 
 トカード会社に対し直ちに事態を報告するものとし、加盟店は当社に対して、既に信⽤ 
 販売等が⾏われた当該売上債権の譲渡（以下、売上債権の譲渡という場合は、売上債権 
 の⽴替払いの委託を含むものとし、また、クレジットカード会社に対して⾏う場合に 
 あっては売上債権の⽴替払いによる求償権に係るものを含むものとします。）および第 
 １８条に定める当社⽀払⾦の⽀払請求を⾏わないものとします。 

 ６         加盟店は、有効なカードで申込みを⾏った会員に対して、商品の販売代⾦ならびにサー 
 ビス提供代⾦について⼿数料等を上乗せする等現⾦客と異なる代⾦の請求をすること、 
 およびカードの円滑な使⽤を妨げる何らの制限をも加えないものとします。また正当な 
 理由なくして信⽤販売等を拒絶し、代⾦の全額または⼀部（税⾦、送料等を含みま 
 す。）に対して直接現⾦⽀払を要求する等、会員に対して差別的取扱いは⾏わないもの 
 とします。 

 ７       前４項にかかわらず、加盟店は、当社またはクレジットカード会社が必要または適当と 
 認めて、信⽤販売等の⽅法を変更し、変更後の内容を通知した場合には、これを⾏うこ 
 とができない合理的な事由がある場合を除き、加盟店は、変更後の⽅法により信⽤販売 
 等を⾏うものとします。 

 ８       当社およびクレジットカード会社の承認は、当該信⽤販売等の申込者が会員本⼈である 
 ことを保証するものでないことを、加盟店は承諾します。 

 ９       加盟店が第１項の確認のため講じるセキュリティガイドラインに掲げられた措置または 
 これと同等の措置の具体的⽅法および態様は、加盟店が所定の⽅法により別途定めると 
 おりとします。 

 １０  第１項および前項の規定にかかわらず、当社は、技術の発展、社会環境の変化その他の 
 事由により、当該⽅法または態様による措置がセキュリティガイドラインに掲げられた 
 措置またはこれと同等の措置に該当しないおそれがあるとき、その他カード情報（第２ 
 ３条第１項に定義されます。）の漏えい、滅失または毀損の防⽌のために特に必要があ 
 るときには、その必要に応じて当該⽅法または態様の変更を求めることができ、加盟店 
 はこれに応ずるものとします。 

   

 第９条     （信⽤販売等限度額） 
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 当社およびクレジットカード会社は、加盟店が⾏う信⽤販売等におけるカード決済額につい 
 て、上限を定めることができるものとします。当社またはクレジットカード会社がこの上限 
 を設定した場合、加盟店は、当該上限額を超える信⽤販売等を⾏うことはできません。 

   

 第１０条     （会員の⽀払⽅法） 

 加盟店の取扱う会員の⽀払⽅法は、１回払いならびに当社およびクレジットカード会社が承 
 認した⽅法に限るものとします。 

   

 第１１条     （郵便、ファクシミリによる取引） 

 １      加盟店が郵便、ファクシミリによる契約の締結⾏為を⾏う場合は、会員から次の事項を 
 記載した取引申込書を受付けるものとします。 

 （１）会員の住所、⽒名 

 （２）取引対象商品の特定 

 （３）加盟店が取引の相⼿⽅に対しその取引によって取得する売上債権の⾦額（消費税額 
 を含みます。） 

 （４）カードの名称 

 （５）カードの会員番号 

 （６）カードの有効期限 

 （７）カード利⽤代⾦の⽀払区分の指定、分割払い販売を⾏う場合には分割払い回数およ 
 びボーナス併⽤の有無 

 ２       加盟店は、加盟店の費⽤負担で取引申込書を作成するものとします。但し、予め取引申 
 込書の⾒本を当社経由でクレジットカード会社に提出してその承認を得るものとし、そ 
 の後も、クレジットカード会社から請求があったときはいつでも、その時点で使⽤して 
 いる取引申込書の⾒本をクレジットカード会社に提出するものとします。 

   

 第１２条     （電話による取引） 

 １       加盟店が電話による契約の締結⾏為を⾏う場合は、会員から前条第１項各号記載の事項 
 を聴取し、これを記載した申込受付書を作成するものとします。申込受付書には受付担 
 当者を明記するものとします。受付担当者が臨時雇いの者であるときは、当該受付につ 
 いて責任をもつべき正社員名を明記するものとします。 

 ２       加盟店は、予め前項の申込受付書の⾒本を当社経由でクレジットカード会社に提出して 
 その承認を得るものとします。加盟店は、当社またはクレジットカード会社から請求が 
 あったときは、いつでも、その時点で使⽤している申込受付書の⾒本を当社またはクレ 
 ジットカード会社に提出するものとします。 

   

 第１３条     （コンピュータ通信による取引） 
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 １       加盟店がコンピュータ通信の⼿段による契約の締結⾏為を⾏う場合は、会員から次の事 
 項を明⽰したデータ（以下「申込データ」といいます。）を受信し、これに対する本章 
 第８条第３項の承認⼿続を経た後、申込みに対する諾否の回答を⾏うものとします。加 
 盟店は、申込データならびにそれに対するその後の処理経過を、加盟店が取引申込受付 
 のために特別に設けたコンピュ－タ・ファイル（以下「ファイル」といいます。）に、 
 取引⽇ごとに整理して記録するものとします。 

 （１）会員の住所、⽒名 

 （２）取引対象商品の特定 

 （３）加盟店が取引の相⼿⽅に対しその取引によって取得する売上債権の⾦額（消費税額 
 を含みます。） 

 （４）カードの名称 

 （５）カードの会員番号 

 （６）カードの有効期限 

 （７）カード利⽤代⾦の⽀払区分の指定、分割払い販売を⾏う場合には分割払い回数およ 
 びボーナス併⽤の有無 

 （８）諾否通知の送付先の指定 

 ２       加盟店は、予め前項のコンピュータ通信に⽤いるデータの構造、書式、会員のコン 
 ピュータに表⽰されるデータ記⼊⽤画⾯の⾒本（ハードコピー）をクレジットカード会 
 社に提出してその承認を得るものとします。 

 ３         加盟店は、クレジットカード会社が指定する会員認証⼿続（申込者が会員本⼈であるか 
 否かを認証する⼿続をいい、以下同じです。）を実⾏可能な場合は、会員から取引申込 
 のデータの送信を受け付けた後、当該申込につき、当該会員認証⼿続を実⾏することが 
 できます。加盟店は、会員認証⼿続の結果、申込者が会員本⼈であるとの結果または申 
 込者が会員認証⼿続に登録していないとの結果を取得した場合は、当該会員認証⼿続の 
 結果を理由に信⽤販売等を拒絶してはならないものとします。 

 ４       コンピュータ通信の⼿段によって取引⾏為を⾏う場合は、売上債権の⾦額、カードの会 
 員番号、カードの有効期限、会員認証⼿続の結果のデータについては、当社およびクレ 
 ジットカード会社が適当と認める⽅法による暗号化の処理を⾏ってからデータの送信を 
 ⾏うものとします。 

 ５      加盟店は、コンピュータ通信の⼿段によって取引⾏為を⾏うことができる旨を会員に告 
 知し、もしくはデータ記⼊⽤画⾯を表⽰する際は、当該データを暗号化しても完全に秘 
 密性が保持できないこと、データの秘密性が保持できなかった場合でもクレジットカー 
 ド会社は全く責任がないことを明確に警告する旨の表⽰を⾏うものとします。 

   

 第１４条     （不審な取引の通報） 

 １       加盟店は、使⽤されたカードについて、カード名義・会員の性別・カード発⾏会社・ 
 カードの会員番号等の事項の間に整合しないものがある場合、カードの使⽤⽅法に不審 
 がある場合、同⼀会員が異なる名義のカードを使⽤した場合、当社またはクレジット 
 カード会社が予め通知した偽造カード・変造カードに該当すると思われる場合または当 
 該取引について⽇常の取引から判断して異常な⼤量もしくは⾼価な購⼊の申込がある場 
 合には、カードによる信⽤販売等を⾏うについて当社およびクレジットカード会社と協 
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 議し、当社およびクレジットカード会社の指⽰に従うものとします。同⼀の顧客から多 
 数のカードによる申込があった場合には、特に注意を払うものとします。 

 ２       前項の場合、当社またはクレジットカード会社が当該取引におけるカードの使⽤状況の 
 報告、カードおよびカード発⾏会社の確認、カードの会員番号とカードの会員⽒名の確 
 認および本⼈確認等の調査依頼等の協⼒を求めた場合、加盟店はこれに合理的な協⼒を 
 するものとします。 

 ３       加盟店は、前⼆項の場合に限らず、当社またはクレジットカード会社が会員のカード使 
 ⽤状況など調査協⼒を求めた場合、それに対して合理的な協⼒をするものとします。 

 ４       加盟店は、当社またはクレジットカード会社がカードの不正使⽤防⽌に協⼒を求めた場 
 合、これに合理的な協⼒をするものとします。 

   

 第１５条     （信⽤販売等の円滑な実施） 

 １       加盟店は割賦販売法第２条第３項に定められる包括信⽤購⼊あっせんに係る信⽤販売等 
 を⾏った場合、割賦販売法第３０条の２の３第５項およびその施⾏規則に定める事項そ 
 の他クレジットカード会社所定の事項などに係る情報を遅滞なく会員へ提供しなければ 
 ならないものとします（但し、同条第６項但書の場合を除き、会員から当該事項等を記 
 載した書⾯の交付を求められたときは、当該書⾯を交付しなければならないものとしま 
 す。）。また、加盟店は、本項に定める以外の割賦販売法その他の法令上加盟店に課さ 
 れる会員に対する書⾯交付義務を遵守するものとします。 

 ２         加盟店は、当該売上債権の譲渡⼿続を⾏った後に会員が割賦販売法および特定商取引に 
 関する法律に定める信⽤販売等の申込の撤回または信⽤販売等の解除（以下「クーリン 
 グ・オフ」といいます。）を⾏った場合には、直ちにクレジットカード会社に対し当該 
 信⽤販売等の取消の⼿続を⾏うものとします。 

 ３       加盟店は、商品またはサービス等を複数回にわたり引渡しまたは提供する場合におい 
 て、当該売上債権の譲渡⼿続を⾏った後に会員が当該信⽤販売等を解除したときは、直 
 ちにクレジットカード会社に届出るとともに、クレジットカード会社所定の⽅法により 
 当該会員と当該信⽤販売等の精算を⾏うものとします。 

 ４       加盟店は、商品またはサービス等を複数回にわたり引渡しまたは提供する場合におい 
 て、加盟店の事由により引渡しまたは提供が困難となったときは、直ちにその旨を会員 
 およびクレジットカード会社へ連絡するものとします。 

 ５     加盟店は、会員が商品またはサービス等に関する売上債権について割賦販売法に基づく 
 ⽀払停⽌の抗弁を加盟店、当社、クレジットカード会社またはカード会社に申し出た場 
 合、直ちにその抗弁事由の解消に努めるものとします。 

 第１６条     （無効カード等の取扱い） 

 １       加盟店は、当社またはクレジットカード会社から紛失・盗難等の理由により無効を通告 
 されたカードの利⽤申し出があった場合、信⽤販売等を⾏わないものとします。 

 ２       加盟店は、前項に違反して信⽤販売等を⾏った場合、当該信⽤販売等に係る売上等全額 
 について⼀切の責任を負うものとし、本件代⾦または第１８条に定める当社⽀払⾦の返 
 戻等に応じるものとします。 
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 第１７条     （不正申込みの場合の処理） 

 加盟店は、申込みのあったカードについて、期限切れ、無効通知対象カード、事故カード、 
 偽造・変造カードの疑い等の事由を⽰して照会があったときは、当社およびクレジットカー 
 ド会社に対して当該申込みにかかるすべての情報ならびに加盟店が知っている当該申込みに 
 関連するその他の情報を、当社およびクレジットカード会社に開⽰するものとします。当社 
 およびクレジットカード会社は、その情報をカードの安全性対策のために⾃由に利⽤するこ 
 とができるものとします。 

   

 第１８条     （債権譲渡等） 

 １       加盟店は、次項に定める⽅法により、対象の信⽤販売等に関する売上債権を当社に譲渡 
 し当該譲渡に係る代⾦または⽴替払⾦（以下「当社⽀払⾦」といいます。）につき当社 
 所定の⽅法で当社に⽀払請求するものとします。 

 ２       加盟店は、信⽤販売等の件数、⾦額その他の信⽤販売等に関する所定の情報を含む売上 
 票を当社に伝送する⽅法により、当社を通じてクレジットカード会社に対して、クレ 
 ジットカード会社所定の締切⽇までに、対象の信⽤販売等について通知するものとしま 
 す。その際に、当社は、加盟店から受領した当該売上票を、クレジットカード会社に対 
 して提供します。対象の信⽤販売等に関する売上債権の譲渡の効⼒は、当該売上票が当 
 社を通じてクレジットカード会社に到着した時に、加盟店から当社に、次いで当社から 
 クレジットカード会社に、順次、⽣じるものとします。なお、加盟店は、加盟店の会員 
 に対する商品またはサービスの提供前に当社に対し当社⽀払⾦を請求することはできま 
 せん。また、加盟店は、クレジットカード会社と別に合意した場合には、売上票の引渡 
 に代えて、コンピュータデータの引渡によって売上債権の譲渡を⾏うことができるもの 
 とします。その場合は、当該コンピュータデータがクレジットカード会社のコンピュー 
 タによって事故なく読み込まれた時をもって債権譲渡の効⼒が順次発⽣するものとしま 
 す。 

 ３       クレジットカード会社所定の締切⽇を過ぎて譲渡された売上債権について、クレジット 
 カード会社が当該売上債権の回収ができなかった場合、およびクレジットカード会社が 
 加盟または提携する組織に加盟しているもしくはクレジットカード会社と提携関係にあ 
 る⽇本国内および⽇本国外の会社が、正当な理由によりクレジットカード会社からの当 
 該売上債権の譲渡につき拒否または異議を唱えた場合もしくは当該会社が当該売上債権 
 の回収ができなかった場合は、加盟店が⼀切の責任を負うものとし、クレジットカード 
 会社が債権買戻しまたは⽴替⾦の返還の請求を⾏ったときは、加盟店は、これに従うも 
 のとします。この場合、当社は何らの義務および責任を負うことはありません。加盟店 
 がクレジットカード会社に対して返戻⾦を⽀払った場合には、当社に代わって⾏うクレ 
 ジットカード会社への本件代⾦の返戻と当社への当社⽀払⾦の返戻が同時に⾏われたも 
 のとみなします（以下同じです。）。 

 ４       加盟店は、商品発送⽇から２ヶ⽉を経過して譲渡の⼿続が⾏われた債権について、当社 
 から無条件でその譲り受けまたは⽴替払いを拒否されても異議ないものとします。な 
 お、加盟店は、売上債権および売上債権を当社に譲渡することにより発⽣する⾦銭債権 
 を第三者に譲渡し、もしくは⽴替えて⽀払わせることはできないものとします。 

 ５       加盟店は、次の各号に該当する場合、関係する信⽤販売等の当社⽀払⾦の⽀払請求につ 
 いて、当社から拒絶、保留されても異議ないものとします。なお、拒絶、保留された当 
 社⽀払⾦について法定利息その他遅延損害⾦は発⽣しないものとします。 

 （１）基本契約および本個別契約に違反した売上票に係る売上債権を当社に譲渡した場合 
 その他基本契約および本個別契約に所定の⼿続または規定に違反して信⽤販売等が 
 ⾏われた場合 
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 （２）信⽤販売等が取消しもしくは解除されたものである場合、またはクレジットカード 
 会社が会員から割賦販売法上の⽀払停⽌の抗弁等に基づき信⽤販売等のカード利⽤ 
 代⾦の⽀払を拒絶されている場合もしくは基本規約第１６条第１項の会員との紛議 
 が存在する場合 

 （３）提携組識、もしくは加盟会社が正当な理由により当該売上に異議を唱えた場合 

 （４）加盟店が基本規約第３１条第１項第１４号または第１５号に該当していると判断し 
 た場合 

 （５）信⽤販売等を⾏った⽇から２ヶ⽉以上経過して譲渡の⼿続きが⾏われた売上債権の 
 譲渡である場合 

 （６）会員と通謀し信⽤販売等を仮装、その他当社⽀払⾦の請求に疑義がある場合 

 （７）当社の包括代理権の有無または当社⽀払⾦もしくは本件代⾦の請求の正当性に疑義 
 があるとクレジットカード会社が合理的に認めた場合 

 （８）その他当社⽀払⾦の正当性に疑義がある場合 

 ６       加盟店は、当社の包括代理権および売上票に係る資料の提⽰・提出等、クレジットカー 
 ド会社の調査に合理的な協⼒をするものとします。 

   

 第１９条     （商品の所有権） 

 １       加盟店が会員に信⽤販売等を⾏った商品の所有権は、クレジットカード会社が当該商品 
 に係る本件代⾦の⽀払を⾏った時点で当該商品の所有者（以下「原所有者」といいま 
 す。）からクレジットカード会社に移転します。 

 ２       前項にかかわらず、基本契約および本個別契約に基づき本件代⾦が返戻された場合、ま 
 たはすでに⽀払い済みの本件代⾦相当額が次回以降の本件代⾦から差し引かれた場合に 
 は、当該商品の所有権はその時点でクレジットカード会社から原所有者に復帰します。 

 ３       加盟店が、偽造カードの使⽤、カードの第三者利⽤等により、会員以外の者に対して信 
 ⽤販売等を⾏った場合でも、クレジットカード会社が当社に本件代⾦を⽀払った場合に 
 は、当該商品の所有権はクレジットカード会社に帰属するものとします。 

 ４       クレジットカード会社は、信⽤販売等を⾏った商品の所有権が原所有者に属する場合で 
 も、必要があるとクレジットカード会社が判断した場合には、加盟店に代わって商品の 
 回収をすることができるものとします。 

   

 第２０条     （信⽤販売等の取消または解除、返品） 

 １       加盟店が信⽤販売等の取消または解除を⾏う場合には、予め当社およびクレジットカー 
 ド会社の承認を得たうえでクレジットカード会社所定の⽅法により⾏うものとします。 

 ２       加盟店は、会員から商品の返品の申出を受け、これを受領した場合、次のとおり取り扱 
 うものとします。 

 （１）加盟店は、商品を受領した⽇を返品⽇とし、直ちにクレジットカード会社所定の売 
 上票に当該会員の会員番号、有効期限、会員⽒名、⾦額、加盟店名、加盟店番号、 
 返品⽇（ご利⽤⽇欄に記載します。）、返品の表⽰、取扱者名、その他必要事項を 
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 記⼊して返品伝票を作成し、当社経由でクレジットカード会社所定の⽅法によりク 
 レジットカード会社へ提出するものとします。 

 （２）加盟店は、前号にかかわらず、クレジットカード会社から別途の指⽰があった場合 
 は、それに従うものとします。 

 （３）加盟店は、第１項および第２項の⼿続に従わずに、会員に対して当該カ－ド利⽤代 
 ⾦を直接返還しないものとします。 

 ３       加盟店が、売上債権の譲渡⼿続を⾏った後に信⽤販売等の取消または解約等を⾏う場合 
 には、直ちにクレジットカード会社所定の⽅法にて当該債権譲渡の取消しを⾏うことと 
 します。 

 ４       加盟店は、当社⽀払⾦の⽀払後に、加盟店が当該本件代⾦に係る信⽤販売等の取消また 
 は解約等を⾏う場合には、直ちにこれを返還するものとし、その際には、売上票に記載 
 された信⽤販売等額と同額を記載した取消に係る伝票にクレジットカード会社所定の事 
 項を記載して提出します。この場合、当社は、第２２条第３項を準⽤できるものとしま 
 す。 

   

 第２１条     （その他遵守事項等） 

 加盟店は、基本規約で定める事項に加え、次の各号に定める事項を遵守するものとしま 
 す。また、加盟店の従業員あるいは役員が次の各号に反する⾏為またはこれに類する⾏ 
 為を⾏った場合には、加盟店が⾃らこれを⾏ったものであるとみなされるものとしま 
 す。 

 （１）加盟店標識を第三者に引渡したり担保に供しないこと。有効なカードを提⽰した会 
 員に、正当な理由なく信⽤販売等の拒絶や現⾦払い要求を⾏わないこと。 

 （２）有効なカードを提⽰した会員に対して、⼿数料その他名⽬の如何を問わず、現⾦払 
 い顧客と異なる代⾦を請求するなど、会員に不利となる差別的な取扱いを⾏わない 
 こと。 

 （３）現⾦の⽴て替え、過去の売掛⾦の精算等を⽬的として売上票等を利⽤しないこと。 

 （４）売上票等への分割記載、⾦額訂正、売上⽇付の不実記載等を⾏わないこと。 

 （５）紛失、盗難、偽造、変造されたカードに起因する売上が発⽣し、当社またはクレ 
 ジットカード会社が加盟店にカードの使⽤状況などの調査協⼒を求めたときには、 
 これに協⼒すること。なお、この協⼒には、カード取扱店を所轄する警察署に当該 
 売上に関する被害届の提出を含みます。 

 （６）クレジットカード会社の信⽤販売等に係る商品の留保した所有権を侵害しないこ 
 と。 

 （７）合理的な理由なく、加盟店（代表者およびその関係者を含みます。）が保有する 
 カード等を使⽤して、基本契約および本個別契約に係る信⽤販売等を⾏わないこ 
 と。 

 （８）暗証番号、セキュリティコード、その他クレジットカード会社が保管・保持を禁⽌ 
 する情報を保管・保持しないこと。 

 （９）前各号の他、当社またはクレジットカード会社が加盟店にカードの使⽤状況などの 
 調査協⼒を求めたとき、これに協⼒すること。 
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 第２２条     （買戻し特約および本件代⾦の返戻） 

 １         基本契約および本個別契約に基づく信⽤販売等が次の各号の⼀つにでも該当した場合、 
 加盟店は、売上債権を当社に譲渡していた場合にはクレジットカード会社または当社の 
 申出により遅滞なく当該売上債権を買戻し（⽴替払いの委託を取り消しまたは解除する 
 ことを含みます。以下同じです。）、また、第３項の規定に従い、本件代⾦を返戻する 
 ものとします。なお、当社およびクレジットカード会社は、下記のいずれかの事由が存 
 在すると合理的に判断する場合には、加盟店に対し、当該事由の存否を照会することが 
 でき、加盟店は速やかに、当該事由の不存在を証明しなければならないものとします。 
 加盟店がこの証明を⾏わない場合には、加盟店は、当社またはクレジットカード会社の 
 申出により遅滞なく当該売上債権の買戻しおよび本件代⾦の返戻をします。 

 （１）第１０条の規定に違反して信⽤販売等を⾏った場合 

 （２）会員が、第１５条第３項に定める信⽤販売等の解除を⾏った場合 

 （３）第１６条第１項の規定に違反して信⽤販売等を⾏った場合 

 （４）第１８条第５項第１号から第４号、第６号および第８号の場合 

 （５）第１８条第６項の調査に対して合理的な協⼒がない場合 

 （６）基本規約第１６条第１項の会員との紛議が解決されない場合 

 （７）第２１条第２号から第５号、第９号、基本規約第１８条第１項第５号および第６号 
 に違反した取引の場合 

 （８）加盟店の信⽤状態が悪化し、クレジットカード会社または加盟会社が、カード利⽤ 
 代⾦の⽀払を会員から拒絶されるおそれが⽣じた場合 

 （９）クレジットカード会社に譲渡した売上債権に係る売上票が正当なものでないこと、 
 その他売上票の記載内容が不実不備であった場合 

 （１０）基本契約および本個別契約の規定に反する⼿続により作成された売上票による債 
 権と認められた場合 

 （１１）会員がクーリング・オフを⾏ったにもかかわらず信⽤販売等の取消を⾏わない場 
 合 

 （１２）会員から売上債権に関し、カード利⽤の否認があった場合 

 （１３）当社の包括代理権なく、売上債権の譲渡を⾏った場合 

 （１４）その他基本契約および本個別契約の規定に違反して信⽤販売等が⾏われたことが 
 判明した場合 

 ２      第１５条第４項の販売を⾏った加盟店が会員に対して商品またはサービス等の提供が困 
 難になった場合において、この事態を理由に会員が未提供の商品またはサービス等に相 
 当する代⾦の⽀払を拒否したとき、会員のクレジットカード会社に対する⽀払が滞った 
 とき、または会員がクレジットカード会社に対して当該代⾦の返還を求めたときは、加 
 盟店は当社またはクレジットカード会社の申出により遅滞なく当該売上債権を買戻すも 
 のとし、当該買戻代⾦について加盟店は⼀切の責任を負担するものとします。 
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 ３       前⼆項の場合、当社は、当該信⽤販売等について⽀払われた本件代⾦相当額およびクレ 
 ジットカード会社が当該会員から得られた⼿数料等相当額を、加盟店がクレジットカー 
 ド会社または当社に直ちに⽀払うか、当社が次回以降に加盟店に⽀払うべき当社⽀払⾦ 
 から差し引くかいずれかを、任意に選択することができるものとします。これにより当 
 社またはクレジットカード会社に損失が⽣じた場合、加盟店は、当社またはクレジット 
 カード会社に当該損失を補償するものとします。当社は、第1項各号のいずれかの事由が 
 存在すると合理的に判断する場合には、加盟店に対し、当該事由の存否を照会すること 
 ができ、加盟店は速やかに、当該事由の不存在を証明しなければならないものとしま 
 す。加盟店がこの証明を⾏わない場合には、加盟店は、当社の申出により遅滞なく当該 
 売上債権の買戻しおよび当社⽀払⾦の返戻をします。 

   

 第２３条     （カード情報の適切な管理） 

 １       加盟店は、当社の事前の承諾を得ることなく、会員のカード番号等、その他⼀切のカー 
 ドに関する情報（以下「カード情報」といいます。）を保持してはなりません。但し、 
 当社が提供するダッシュボード上に記載される会員の⽒名および有効期限については、 
 加盟店は、信⽤販売等に必要な限度において、確認することができるものとします。 

 ２       当社および第１項に基づきカード情報を保持する加盟店は、基本契約および本個別契約 
 の締結および履⾏により知り得た会員のカード情報を、割賦販売法第３５条の１６第１ 
 項に定めるクレジットカード番号等取扱業者として、割賦販売法に従い善良なる管理者 
 の注意をもって管理し、カード情報が紛失、漏洩等（カード番号等不正利⽤を含みま 
 す。以下「事故」といいます。）しないための安全管理措置を割賦販売法第３５条の１ 
 ７の１５ならびにセキュリティガイドラインおよびPCI-DSSに準じて講じるものとしま 
 す。 

 ３       加盟店が前項の規定によりカード情報の適切な管理のため講じるセキュリティガイドラ 
 インに掲げられた措置またはこれと同等の措置の具体的⽅法および態様は、加盟店が所 
 定の⽅法により別途定めるとおりとします。 

 ４       前項の規定にかかわらず、当社は、技術の発展、社会環境の変化その他の事由により、 
 当該⽅法または態様による措置がセキュリティガイドラインに掲げられた措置またはこ 
 れと同等の措置に該当しないおそれがあるとき、その他カード情報の漏えい、滅失また 
 は毀損の防⽌のために特に必要があるときには、その必要に応じて当該⽅法または態様 
 の変更を求めることができ、加盟店はこれに応ずるものとします。 

 ５       加盟店は、当社に対し、クレジットカード決済サービスの利⽤にあたり、クレジット 
 カード決済サービスの利⽤期間中において、前各項に定める事項を遵守するための社内 
 の管理体制を構築していることを表明し保証します。 

 ６       当社および第１項に基づきカード情報を保持する加盟店は、基本契約および本個別契約 
 の履⾏以外の⽬的でカード情報を保有、利⽤してはならず、利⽤⽬的が終了次第都度、 
 ⾃⼰の責任において当該カード情報を破棄、消去するものとします。なお、当社および 
 加盟店はいかなる場合においても、完全な磁気ストライプ情報、カードの暗証番号およ 
 びセキュリティコードを保有してはなりません。 

 ７         当社および第１項に基づきカード情報を保持する加盟店は、カード情報を電磁的な⽅法 
 で保有、利⽤する場合は、前各項の他クレジットカード会社がホームページで公表する 
 PCI基準等、クレジットカード会社が指定する情報セキュリティ⽔準を遵守するものと 
 します。 

 ８       加盟店は、カード情報について事故が発⽣または発⽣のおそれがある場合は直ちに当社 
 およびクレジットカード会社に連絡するものとします。 
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 ９       加盟店は、カード情報について事故が発⽣または発⽣のおそれが⽣じた場合、以下の措 
 置を取らなければならないものとします。 

 （１）事故の有無を調査すること。 

 （２）前号の調査の結果、事故が確認されたときには、事故の発⽣の⽇時・内容、および 
 当該事故の影響範囲、その他の事実関係および発⽣原因を調査すること。 

 （３）上記の調査結果を踏まえ、不正利⽤防⽌措置および再発防⽌策（加盟店の従業者に 
 対する必要かつ適切な指導を含むものとします。）を策定し実⾏すること。なお、 
 不正利⽤防⽌措置および再発防⽌策を講じるにあたり、当社またはクレジットカー 
 ド会社は必要に応じ専⾨の調査会社を指定することができるものとします。 

 （４）事故の事実ならびに不正利⽤防⽌措置および再発防⽌策を必要に応じて公表しまた 
 は影響を受ける顧客に対してその旨を通知すること。 

 １０  加盟店は、第９項柱書の場合であって、事故の対象となるカード情報の範囲が拡⼤する 
 おそれがあるときには、加盟店は、直ちにカード情報その他これに関連する情報の隔離 
 その他の被害拡⼤を防⽌するために必要な措置を講じなければならないものとします。 

 １１  加盟店は、第９項柱書の場合には、直ちにその旨を当社およびクレジットカード会社に 
 書⾯で報告するとともに、遅滞なく、第９項各号の事項につき、以下の各号の事項を報 
 告しなければならないものとします。 

 （１）第９項第１号および第２号の調査の実施に先⽴ち、その時期および⽅法 

 （２）第９項第１号および第２号の調査につき、その途中経過および結果 

 （３）第９項第３号に関し、計画の内容ならびにその作成および実施のスケジュール 

 （４）第９項第４号に関し、公表または通知の時期、⽅法、範囲および内容 

 （５）前各号の他これらに関連する事項であって、当社またはクレジットカード会社が求 
 める事項 

 １２  当社またはクレジットカード会社は、第９項第３号の措置が不⼗分であると認めた場 
 合、他の加盟店でのカードの会員番号等の事故が発⽣した場合において類似の事故の発 
 ⽣を防⽌する必要がある場合、その他当社またはクレジットカード会社が必要と認める 
 場合には、加盟店に対し、当該措置の改善の要求その他必要な措置・指導を⾏えるもの 
 とし、加盟店はこれに従うものとします。但し、当社およびクレジットカード会社によ 
 る指導は、加盟店を免責するものではありません。また、当社およびクレジットカード 
 会社が⾏う措置・指導には以下を含みますが、これに限られません。 

 （１）当社またはクレジットカード会社が指定する監査会社を⽤いたシステム診断 

 （２）信⽤販売等の停⽌ 

 １３  加盟店は、当社に対し、クレジットカード決済サービスの利⽤にあたり、クレジット 
 カード決済サービスの利⽤期間中において、カード情報についての事故発⽣時の対応を 
 適切に⾏うため、第９項から第１１項に定める事項を遵守するための社内の管理体制を 
 構築していることを表明し保証します。 

 １４  加盟店または加盟店の委託先に起因する事故によりクレジットカード会社に⽣じた損害 
 （事故に起因した第三者からの請求、クレジットカード会社による会員への通知、カー 
 ドの再発⾏等に要した費⽤、その他クレジットカード会社が⾏う合理的な⼿続に要した 
 費⽤を含みます。）および、第９項第３号に定める不正利⽤防⽌措置および再発防⽌策 
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 を講じるにあたり発⽣する費⽤（調査会社に⽀払う費⽤を含みます。）は、加盟店の負 
 担とします。 

 １５  本条の規定は、基本契約および本個別契約の終了後もその効⼒を有するものとします。 

   

 第２４条     （委託の場合のカードの会員番号等の管理） 

 １         加盟店は、カード情報の取扱いを委託先に委託する場合には、以下の各号に定める基準 
 に従わなければならないものとします。 

 （１）委託先が次号に定める義務に従いカード情報を適確に取り扱うことができる能⼒を 
 有する者であることを確認すること。 

 （２）委託先に対して、前条第２項の義務と同等の義務を負担させること。 

 （３）委託先が前条第３項で定めた具体的⽅法および態様によるカード情報の適切管理措 
 置を講じなければならない旨、および当該⽅法または態様について、前条第４項に 
 準じて当社から委託先に対して変更を求めることができ、委託先はこれに応じる義 
 務を負う旨を委託先との契約において定めること。 

 （４）委託先におけるカード情報の取扱いの状況について定期的にまたは必要に応じて確 
 認するとともに、必要に応じてその改善をさせる等、委託先に対する必要かつ適切 
 な指導および監督を⾏うこと。 

 （５）委託先が予め加盟店の承諾を得ることなく、第三者に対してカード情報の取扱いを 
 委託してはならないことを委託先との契約において定めること。 

 （６）委託先が加盟店から取扱いを委託されたカード番号等につき、漏えい、滅失もしく 
 は毀損しまたはそのおそれが⽣じた場合、前条第８項ないし第１１項に準じて、委 
 託先は直ちに加盟店に対してその旨を報告するとともに、事実関係や発⽣原因等に 
 関する調査ならびに⼆次被害および再発を防⽌するための計画の策定等の必要な対 
 応を⾏い、その結果を加盟店に報告しなければならない旨を委託契約中に定めるこ 
 と。 

 （７）加盟店が委託先に対し、カード情報の取扱いに関し第２６条に定める調査権限と同 
 等の権限を有する旨を委託先との契約において定めること。 

 （８）委託先がカード情報の取扱いに関する義務違反をした場合には、加盟店は、必要に 
 応じて当該委託先との委託契約を解除できる旨を委託先との契約において定めるこ 
 と。 

 ２       加盟店は、当社に対し、クレジットカード決済サービスの利⽤期間中において、カード 
 情報の取扱いを委託先に委託する場合には、当該委託に係る契約の有効期間中におい 
 て、前項各号の定めに関し委託先の管理・指導を⾏うために必要な体制を構築している 
 ことを表明し保証します。 

 ３       当社は、加盟店に対し、クレジットカード決済サービスの利⽤期間中において、割賦販 
 売法第３５条の１６第１項第４号のクレジットカード番号等取扱業者として、カード番 
 号等の適切な管理（割賦販売法施⾏規則第１３２条に定める基準に従った措置を含む 
 が、これに限られません。）を⾏うための体制を構築していることを表明し保証しま 
 す。 

 ４       加盟店は、委託先において、カード情報について事故が発⽣または発⽣のおそれがある 
 と合理的な理由に基づき当社またはクレジットカード会社が判断した場合に、速やかに 
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 委託先から事故の発⽣または可能性の有無、事故の発⽣の⽇時・内容、および当該事故 
 の影響範囲、その他詳細事項等について報告を受けうえで、当社およびクレジットカー 
 ド会社に対し、速やかに当社またはクレジットカード会社の別途定めるところに従い、 
 当該事項について報告をしなければならないものとします。 

 ５       加盟店は、委託先においてカード情報について事故が発⽣した場合または委託先におい 
 てカード情報について事故が発⽣したと判断される合理的理由があると当社またはクレ 
 ジットカード会社が判断した場合には、委託先をして、その発⽣の⽇から１０営業⽇以 
 内に、事故の原因を当社および加盟店に報告させうえで、再発防⽌のための必要な措置 
 （委託先の従業者に対する必要かつ適切な指導を含みます。）を講じさせるものとし、 
 その内容を当社およびクレジットカード会社に書⾯で報告しなければならないものとし 
 ます。 

 ６       当社またはクレジットカード会社は、前項の措置が不⼗分であると認めた場合、他の加 
 盟店でのカードの会員番号等の事故が発⽣した場合において類似の事故の発⽣を防⽌す 
 る必要がある場合、その他当社またはクレジットカード会社が必要と認める場合には、 
 加盟店に対し、第２３条第１２項と同様の当該措置の改善の要求その他必要な指導を委 
 託先に⾏うよう要請できるものとし、加盟店はこの指導要請に従うものとします。但 
 し、当社およびクレジットカード会社による指導要請は、加盟店ないし委託先を免責す 
 るものではありません。 

 ７       加盟店は、本条に定めるクレジットカード会社の権利が実現可能となるのに必要となる 
 委託先の義務を委託先との契約において定めるものとします。 

   

 第２５条（是正改善計画の策定と実施） 

 １         以下の各号のいずれかに該当する場合には、当社またはクレジットカード会社は、加盟 
 店に対し、期間を定めて当該事案の是正および改善のために必要な計画の策定と実施を 
 求めることができ、加盟店はこれに応ずるものとします。 

 （１）加盟店が第２３条第２項および第４項もしくは前条の義務を履⾏せず、または委託 
 先が前条第１項第２号もしくは第３号により課せられた義務に違反し、またはそれ 
 らのおそれがあるとき。 

 （２）加盟店が、カード情報について事故が発⽣または発⽣のおそれが⽣じた場合に、第 
 ２３条第８項ないし第１１項の義務を相当期間内に履⾏しないとき、または委託先 
 が前条第１項第６号により課せられた義務を相当期間内に履⾏しないとき。 

 （３）加盟店が第８条第１項、第２項、第３項、第８項および第１０項もしくは第１４条 
 第１項に違反しまたはそのおそれがあるとき。 

 （４）前各号に掲げる場合の他、加盟店の信⽤販売に関する苦情の発⽣の状況その他の事 
 情に照らし、割賦販売法に基づき、当社またはクレジットカード会社に対し、加盟 
 店についてその是正改善を図るために必要な措置を講ずることが義務付けられると 
 き。 

 ２       当社またはクレジットカード会社は、前項の規定により計画の策定と実施を求めた場合 
 において、加盟店が当該計画を策定もしくは実施せず、またはその策定した計画の内容 
 が当該計画を策定する原因となった事案の是正もしくは改善のために⼗分ではないと認 
 めるときには、加盟店と協議のうえ、是正および改善のために必要かつ適切と認められ 
 る事項（実施すべき時期を含みます。）を提⽰し、その実施を求めることができ、加盟 
 店はこれに応ずるものとします。 

   

 37 



 第２６条     （調査） 

 １       以下の各号のいずれかの事由があるときには、当社は、⾃らまたは加盟店が適当と認め 
 て選定した者により、加盟店に対して当該事由に対応して必要な範囲で調査を⾏うこと 
 ができ、加盟店はこれに応ずるものとします。 

 （１）加盟店または委託先においてカード情報が漏えい、滅失もしくは毀損しまたはその 
 おそれが⽣じたとき。 

 （２）加盟店が⾏った信⽤販売等についてカード情報の不正利⽤が⾏われまたはそのおそ 
 れがあるとき。 

 （３）加盟店が基本契約および本個別契約の条項のいずれかに違反しているおそれがある 
 とき。 

 （４）前各号に掲げる場合の他、加盟店の信⽤販売等に関する苦情の発⽣の状況その他の 
 事情に照らし、当社が加盟店に対する調査を実施する必要があると認めたとき。 

 ２       前項の調査は、その必要に応じて以下の各号の⽅法によって⾏うことができるものとし 
 ます。 

 （１）必要な事項の⽂書または⼝頭による報告を受ける⽅法 

 （２）カード情報の適切な管理または不正利⽤の防⽌のための措置に関する加盟店の書類 
 その他の物件の提出または提⽰を受ける⽅法 

 （３）加盟店もしくは委託先またはその役員もしくは従業者に対して質問し説明を受ける 
 ⽅法 

 （４）加盟店または委託先においてカード情報の取扱いに係る業務を⾏う施設または設備 
 に⽴ち⼊り、当該情報の取扱いに係る業務について調査する⽅法 

 ３       前項第４号の調査には、電⼦計算機、ネットワーク機器その他情報をデジタルデータと 
 して取り扱う機器を対象とした記録の復元、収集、または解析等を内容とする調査（デ 
 ジタルフォレンジック調査）が含まれるものとします。 

 ４       当社は、第１項第１号または第２号の調査を実施するために必要となる費⽤であって、 
 当該調査を⾏ったことによって新たに発⽣したものを加盟店に対して請求することがで 
 きるものとします。但し、加盟店が⾃主的な調査および当社への報告を実施している場 
 合にはこの限りではありません。 

 ５       前４項の規定にかかわらず、当社は、加盟店に対し、別に指定する事項につき定期的に 
 報告を求めることができるものとします。 

   

 第２７条     （契約解除等） 

 当社は、基本規約で定める場合に加え、加盟店が次の各号のいずれかに該当した場合、 
 または当社が該当しているものと認めた場合においても、当該加盟店に何ら通知・勧告 
 することなく直ちに当該加盟店との間の基本契約等を解除等することができるものとし 
 ます。本条の解除については、基本規約第３１条第２項ないし第５項が適⽤されます。 

 （１）第２３条各項に違反した場合、または第２３条第２項に定める安全管理措置を怠っ 
 たことによりカード情報に係る事故が発⽣したとき。 
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 （２）カード取扱店舗が加盟店届出の所在地に実在しないとき。 

 （３）他の者の売上票を買い取って、または他の者に代わって当社またはクレジットカー 
 ド会社に売上票に係る当社⽀払⾦の⽀払請求をしたとき。 

 （４）架空売上票による当社⽀払⾦の⽀払請求、その他不正な⾏為を⾏なったと当社また 
 はクレジットカード会社が判断したとき。 

   

 第２８条     （サービス利⽤の終了） 

 １       当社の包括代理権が消滅した場合、または加盟店契約が終了した場合、クレジットカー 
 ド決済サービスの利⽤は当然に終了するものとします。 

 ２   前項の場合、クレジットカード決済サービスの終了時点で受⼊れた売上債権および債権 
 譲渡を終了してクレジットカード会社がその取⽴てを終了していない売上債権の処理に 
 ついては、なお当該クレジットカード決済サービスは存続するものとします。 

 第２９条（オプションサービス） 

 １  加盟店は、クレジットカード決済サービスに付帯するオプションサービスとして当社が 
 加盟店に通知し、あるいはウェブサイトに掲載する等の⽅法により公表した各種オプ 
 ションサービスの利⽤登録を申し込むことができ、当社はその申込につき承諾をするか 
 どうかを決定するものとします。 

 ２  前項に掲げる各種オプションサービスの内容および提供条件については本個別規約のほ 
 か、当該オプションサービスに適⽤される当社所定の規約または個別の契約によるもの 
 とし、加盟店はその内容に同意するものとします。 

 第２節 加盟店情報の取扱い（収集・保有・利⽤・提供）に関する同意特則 

 第３０条     （情報の収集・保有・利⽤の同意） 

 加盟店等は、クレジットカード会社が本条第１項記載の⽬的の遂⾏に必要な範囲内で、クレ 
 ジットカード会社が適当と認める保護措置を講じたうえで第２項に定める範囲の情報を収集 
 し、利⽤することに同意するものとします。また、加盟店等は、⼆重加盟や⼆重契約の防⽌ 
 等の理由から他の加盟店に係る加盟審査ならびに加盟後の加盟店管理および取引継続に係る 
 審査のために加盟店情報を利⽤することに同意するものとします。 

 １       利⽤⽬的 

 割賦販売等に係る取引の健全な発達および利⽤者等の利益の保護に資するための加盟店 
 審査ならびに加盟店契約締結後の加盟店管理および取引継続に係る審査、クレジット 
 カード会社の業務、クレジットカード会社の事業に係る商品開発もしくは市場調査等の 
 ため。 

 ２       クレジットカード会社が収集・登録および利⽤する情報の範囲 

 ①  加盟申込時および変更届出時に届け出た加盟店名称、郵便番号、加盟店住所、電話 
 （FAX）番号、加盟店等の代表者の⽒名、年⽉⽇、性別、住所、⾃宅電話番号等、 
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 および申込書以外で加盟店等がクレジットカード会社に届出た事項（登録情報を含 
 みます。） 

 ②     加盟店取引に関する取扱商品、販売形態、業種、契約形態、取引内容 

 ③     加盟店契約の申込みを受けた事実とその加盟店審査の結果、ならびにクレジット 
 カード会社が取得した加盟店等のクレジット利⽤履歴および過去の債務の返済状況 

 ④     加盟店取引に関する加盟申込⽇、契約開始⽇および取引停⽌⽇、解約・取引停⽌の 
 有無と事由ならびに当社および加盟店等とクレジットカード会社との取引に関する 
 情報 

 ⑤     包括信⽤購⼊あっせん取引における、当該加盟店等に係る苦情処理のために必要な 
 調査の事実および事由 

 ⑥     個別信⽤購⼊あっせん取引における、当該販売店等との加盟店契約時の調査および 
 苦情処理のために必要な調査の事実および事由 

 ⑦     包括信⽤購⼊あっせんまたは個別信⽤購⼊あっせんに係る業務に関し、利⽤者等の 
 保護に⽋ける⾏為をとったことを理由として包括信⽤購⼊あっせんまたは個別信⽤ 
 購⼊あっせんに係る契約を解除した事実および事由 

 ⑧     利⽤者等の保護に⽋ける⾏為に該当し、クレジットカード会社または顧客に不当な 
 損害を与える⾏為、その他取引に関する客観的事実に関する情報 

 ⑨     顧客（契約済みのものに限りません。）からクレジットカード会社およびセン 
 ター、センター加盟会員会社に申し出のあった内容および当該内容のうち、利⽤者 
 等の保護に⽋ける⾏為および当該⾏為と疑われる情報 

 ⑩     ⾏政機関が公表した事実とその内容（特定商取引に関する法律等について違反し、 
 公表された情報等）について、センターが収集した情報 

 ⑪     破産、⺠事再⽣⼿続開始、会社更⽣⼿続開始その他の倒産⼿続開始の申し⽴てその 
 他の加盟店等に関する信⽤情報その他公開された事実の内容 

 ⑫     加盟店等の営業許可証等の確認書類の記載事項に関する情報 

 ⑬     クレジットカード会社が加盟店等または公的機関から適法かつ適正な⽅法により 
 取得した登記簿謄本、住⺠票、納税証明書等の記載事項に関する情報 

 ⑭     官報、電話帳、住宅地図等において公開されている加盟店等に関する情報 

 ⑮     上記の他利⽤者等の保護に⽋ける⾏為に関する情報 

   

 第３１条     （共同利⽤の同意） 

  １     加盟店等は、加盟店契約、基本契約および本個別契約（申込みを含みます。）に基づき 
 ⽣じた加盟店等に関する客観的事実が、クレジットカード会社の加盟するセンターに登 
 録されること、ならびにセンターに登録された情報（既に登録されている情報を含みま 
 す。）が、当社および加盟店等に関する加盟審査、加盟後の加盟店管理および取引継続 
 に係る審査のため、当該センター加盟会員会社によって利⽤されることに同意するもの 
 とします。 
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 なお、クレジットカード会社が現時点で加盟するセンターは次条のとおりであり（各ク 
 レジットカード会社の加盟状況の詳細につきましては当社にお問い合わせください）、 
 その後、変更追加された場合には、当該変更追加内容を加盟店等に通知ないし当社およ 
 びクレジットカード会社が適当と認める⽅法で公表することにより、基本契約および本 
 個別契約におけるセンターとして追加変更されるものとします。 

 ２        加盟店等は、クレジットカード会社の加盟するセンターに登録されている加盟店等に関 
 する情報を、クレジットカード会社が、加盟審査、加盟後の加盟店管理および取引継続 
 に係る審査のために利⽤することについて同意するものとします。 

 ３      加盟店等は、客観的事実に関する情報が、クレジットカード会社の加盟するセンターを 
 通じて、センター加盟会員会社に提供され、本条第１項記載の⽬的で利⽤されることに 
 同意するものとします。 

 ４      加盟店等は、客観的事実に関する情報が、次条で定める共同利⽤の⽬的、登録される情 
 報、共同利⽤の範囲内でクレジットカード会社の加盟するセンターのセンター加盟会員 
 会社相互によって共同利⽤されることに同意するものとします。 

   

 第３２条     （加盟店情報交換センター、共同利⽤の範囲および⽬的等について） 

 名 
 称 

 ⽇本クレジットカード協会 

 加盟店信⽤情報センター（JIM） 

 ⼀般社団法⼈⽇本クレジット協会 

 加盟店情報交換センター 

 （JDMセンター） 

 住 
 所 

 〒１０５－０００４ 

 東京都港区新橋２－１２－１７ 

 新橋I－Nビル１階 

 〒１０３－００１６ 

 東京都中央区⽇本橋⼩網町１４－１ 

 住⽣⽇本橋⼩網町ビル６階 

 電 
 話 

 ０３－６７３８－６６２６  ０３－５６４３－００１１ 

 受 
 付 
 時 
 間 

 ⽉〜⾦曜⽇ 

 （祝⽇、年末・年始は除く） 

 午前１０時〜正午／ 

 午後１時〜午後４時 

 ⽉〜⾦曜⽇ 

 午前１０時〜午後５時 

 （年末年始等を除く） 

 ※詳細はお問い合せください。 
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 共 
 同 
 利 
 ⽤ 
 の 
 ⽬ 
 的 

 センター加盟会員会社が⾏う不正取 
 引の排除・消費者保護のための加盟 
 店⼊会審査、加盟店契約締結後の管 
 理、その他加盟店契約継続の判断、 
 ならびに加盟店情報正確性維持のた 
 めの開⽰・訂正・利⽤停⽌等のため 

   

   

 割賦販売法に規定される認定割賦販売協 
 会の業務として運⽤される加盟店情報交 
 換制度において、クレジット取引の健全な 
 発展と消費者保護に資するために⾏うセ 
 ンター加盟会員会社による加盟審査、加 
 盟後の加盟店管理および取引継続に係る 
 審査等のため 
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 共 
 同 
 利 
 ⽤ 
 さ 
 れ 
 る 
 情 
 報 
 の 
 範 
 囲 

   

 ・クレジットカード会社に届け出た 
 当社および加盟店等の代表者の⽒ 
 名・⽣年⽉⽇・住所等の個⼈情報 

 ・当社および加盟店等の名称、所在 
 地、電話番号、業種、取引情報等の 
 当社および加盟店等との取引情報 

 ・センター加盟会員会社が加盟店情 
 報を利⽤した⽇付 

   

 ①包括信⽤購⼊あっせん取引または個別 
 信⽤購⼊あっせん取引における、当該加 
 盟店等に係る苦情処理のために必要な調 
 査の事実および事由 

 ②包括信⽤購⼊あっせんまたは個別信⽤ 
 購⼊あっせんに係る業務に関し利⽤者等 
 の保護に⽋ける⾏為をしたことを理由と 
 して包括信⽤購⼊あっせんまたは個別信 
 ⽤購⼊あっせんに係る契約を解除した事 
 実および事由 

 ③利⽤者等の保護に⽋ける⾏為に該当し 
 たまたは該当すると疑われるもしくは該 
 当するかどうかクレジットカード会社が 
 判断できないものに係る、クレジット 
 カード会社およびセンター加盟会員各 
 社・利⽤者等に不当な損害を与える⾏為 
 に関する客観的事実である情報 

 ④利⽤者等（契約済みのものに限らな 
 い。）からクレジットカード会社および 
 センター加盟会員各社に申出のあった内 
 容当該内容のうち、利⽤者等の保護に⽋ 
 ける⾏為であるとクレジットカード会社 
 が判断した情報および当該⾏為と疑われ 
 る情報ならびに当該⾏為が⾏われたかど 
 うかクレジットカード会社が判断するこ 
 とが困難な情報 

 ⑤⾏政機関が公表した事実とその内容 
 （特定商取引に関する法律等について違 
 反し、公表された情報等）について、当セ 
 ンターが収集した情報 

 ⑥上記の他利⽤者等の保護に⽋ける⾏為 
 に関する情報 

 ⑦上記各号に係る当該加盟店の⽒名、住 
 所、電話番号および⽣年⽉⽇（法⼈の場 
 合は、名称、住所、電話番号ならびに代 
 表者の⽒名および⽣年⽉⽇） 
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 共 
 同 
 利 
 ⽤ 
 の 
 範 
 囲 

 ⽇本クレジットカード協会加盟各社 
 のうち⽇本クレジットカード協会加 
 盟店信⽤情報センターを利⽤してい 
 るセンター加盟会員会社 

 （センター加盟会員会社は下記の 
 ホームページに掲載しています。） 

 http://www.jcca-office.gr.jp/ 

 ⼀般社団法⼈⽇本クレジット協会会員で 
 あり、かつ、当センターのセンター加盟 
 会員各社である、包括信⽤購⼊あっせん 
 業者、個別信⽤購⼊あっせん業者、⽴替 
 払取次業者および当センター 

 （センター加盟会員会社は⼀般社団法⼈ 
 ⽇本クレジット協会のホームページに掲載 
 しています。） 

 http://www.j-credit.or.jp/ 

 登 
 録 
 さ 
 れ 
 る 
 期 
 間 

 当センターに登録されてから５年を 
 超えない期間（但しセンター加盟会 
 員会社が加盟店情報を利⽤した情報 
 については６ヶ⽉を超えない期間） 

 登録⽇から５年を超えない期間 

   

 共 
 同 
 利 
 ⽤ 
 責 
 任 
 者 

 ⽇本クレジットカード協会  ⼀般社団法⼈⽇本クレジット協会 

 加盟店情報交換センター 

   

 第３３条     （個⼈情報の開⽰・訂正・削除） 

 １      加盟店等は、クレジットカード会社およびセンターに対して、個⼈情報の保護に関する 
 法律に定めるところにより、クレジットカード会社およびセンター所定の⽅法により、 
 ⾃⼰に関する個⼈情報を開⽰するよう請求することができるものとします。 

 ２      万⼀、個⼈情報の内容が事実と相違していることが判明した場合には、クレジットカー 
 ド会社ならびにセンターは、速やかに訂正または削除に応じるものとします。 

 （１）センターに登録されている情報の開⽰・訂正・削除に関するお問い合わせ先につい 
 ては、前条に記載のとおりとします。 

 （２）クレジットカード会社に登録されている情報の開⽰・訂正・削除に関するお問い合 
 わせ先については、当社までご連絡ください。 

   

 第３４条     （本同意特則に不同意の場合） 
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 加盟店等は、加盟店等が各取引のお申込みに必要な記載事項（契約書⾯に契約者が記載すべ 
 き事項）の記載をしない場合および本節に定める同意特則の全部または⼀部を承認できない 
 場合、クレジットカード会社が加盟店契約の申込みを承諾しないことができること、および 
 基本契約等を解除等することがあることに同意するものとします。 

   

 第３５条     （加盟店契約が不成⽴の場合） 

 １      加盟店等は、加盟店契約が不成⽴の場合であっても、その不成⽴の理由の如何を問わ 
 ず、本申込みをした事実は、本節第３０条ないし第３２条に基づき⼀定期間利⽤される 
 ことに同意するものとします。 

 ２        加盟店等はクレジットカード会社が、基本契約等またはクレジットカード決済サービス 
 の利⽤の終了後も業務上必要な範囲で、法令等およびクレジットカード会社が定める所 
 定の期間、加盟店情報を保有し、利⽤することに同意するものとします。 

 第３節 本⼈認証サービスに関する特則 

 第３６条 （適⽤） 

 １      本節に定める本⼈認証サービスに関する特則（以下「本特則」といいます。）は、加盟 
 店が、クレジットカード会社の提供する本⼈認証サービスへの参加を希望し、当該本⼈ 
 認証サービスを使⽤して当社の提供するクレジットカード決済サービスによる電⼦商取 
 引を⾏う場合に適⽤されるものとします。 

 ２      本特則の規定と本個別規約のその他の規定等との間に⽭盾抵触がある場合は、本特則の 
 内容が優先して適⽤されるものとしま  す（以下、各特則につき同じです。）。 

 第３７条 （⽤語の定義） 

 本特則において使⽤する⽤語の意味は、以下のとおりとします。 

 （１）「本⼈認証サービス契約」とは、本⼈認証サービスの利⽤に係る参加加盟店および 
 クレジットカード会社間の契約をいいます。 

 （２）「本⼈認証サービス」とは、参加加盟店が運営するWEBサイト（以下「加盟店サイ 
 ト」といいます。）またはスマートフォン、タブレット端末等の携帯型端末向けに 
 提供するアプリケーション（以下「加盟店アプリ」といいます。）において、電⼦ 
 商取引の申し込みをネットワークで受け付ける際に、クレジットカード会社所定の 
 本⼈認証⽅式により認証⼿続を⾏う、クレジットカード会社が提供する当社所定の 
 サービスをいいます。 

 （３）「参加加盟店」とは、電⼦商取引を⾏う加盟店のうち、クレジットカード会社所定 
 の特約の内容を同意した上でクレジットカード会社および当社所定の⽅法により本 
 ⼈認証サービスへの参加を申し込み、クレジットカード会社および当社が参加を認 
 めたものをいいます。 
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 第３８条 （本⼈認証サービスへの参加） 

 １      本⼈認証サービスへの参加を希望する加盟店は、本⼈認証サービスを提供するクレジッ 
 トカード会社に対し、本特則の記載内容を承諾のうえ、当社所定の⽅法により当社を通 
 じて本⼈認証サービスへの参加を申し込み、その承認を得るものとします。 

 ２ 本⼈認証サービスへ参加希望する加盟店は、申込先のクレジットカード会社所定の各特 
 約の内容に同意したものとします。クレジットカード会社が本⼈認証サービスへの参加 
 希望を拒否する場合でも、クレジットカード会社は加盟店に対して拒否の理由を開⽰し 
 ないものとし、これについて加盟店はあらかじめ承諾するものとします。 

 ３ 本⼈認証サービスへの参加に当たって、参加を希望する加盟店は、当社の指定する各ク 
 レジットカード会社により提供される各本⼈認証サービスの中から参加対象を選択する 
 ことができるものとします。ただし、各本⼈認証サービスの選択にあたって、単独では 
 申し込めない本⼈認証サービスや、複数の申込みであってもその組み合わせ⽅に制限が 
 ある場合があることを加盟店は同意するものとします。 

 ４ 第１項の申請はクレジットカード決済サービスにおいて本⼈認証サービスを利⽤可能と 
 する機能を付加するサービス（以下「本⼈認証導⼊サービス」といいます。）に対する 
 利⽤登録申請を兼ねるものとします。当社が不適当と認めた場合には、当社は当該申請 
 を拒否することができます。この場合、加盟店に対して拒否の理由を開⽰しないものと 
 し、これについて加盟店はあらかじめ承諾するものとします。 

 ５ 加盟店は、クレジットカード会社が、本⼈認証サービスの利⽤普及を⽬的として、加盟 
 店の個別の了承なしに印刷物、電⼦媒体等に加盟店の商号、屋号、その他営業に⽤いる 
 名称、ホームページアドレス等を掲載または表⽰することを予め異議なく承認します。 

 第３９条（業務の委託および代理権の授与） 

 加盟店は、本⼈認証サービスを利⽤する場合、当社に対し以下の各号の事項に関する業務 
 を委託し、包括的代理権を授与するものとします。 

 （１）当社指定のクレジットカード会社に対し、当該クレジットカード会社所定の認証 
 サービス参加規約等の内容による本⼈認証サービス契約の締結申込みおよびこれに 
 対する回答の受領 

 （２）本⼈認証サービス契約に基づく通知を発信しまたは受領すること（データの送受信 
 を含む）等の、本⼈認証サービス利⽤のために必要な業務 

 第４０条 （電⼦商取引の⽅法） 

 １ 第13条第3項に関わらず、参加加盟店は、会員から電⼦商取引（本⼈認証サービスの適⽤ 
 対象となるものに限る。以下、本節において同じです。）の申込みを受け付けた場合、 
 当該電⼦商取引に利⽤されたクレジットカード（本⼈認証サービスの適⽤対象となるも 
 のに限る。以下、本節において同じです。）に係るクレジットカード発⾏会社から、当 
 該申込者が当該クレジットカードを貸与されている本⼈であることの認証を得るための 
 所定の⼿続（以下「本⼈認証⼿続」といいます。）を⾏うものとします。 

 ２  参加加盟店は、前項に基づく本⼈認証⼿続の結果、当該申込者が会員本⼈ではないとの 
 通知（伝送データによる通知を含むものとします。以下「通知」といいます。）を受け 
 た場合、または参加加盟店が受領した前項に基づく本⼈認証⼿続の結果の通知に付され 
 た情報を当社にて検証し認証失敗となった場合その他当社またはクレジットカード会社 
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 が指定する場合には、当該申込者との間で電⼦商取引を⾏ってはならないものとしま 
 す。 

 ３  参加加盟店は、第1項に基づく本⼈認証⼿続の結果、当該申込者が会員本⼈であるとの 
 結果（以下「認証成功」といいます。）または当該申込者について会員としての登録が 
 ないとの結果（以下「未登録」といいます。）の通知を受けた場合その他当社またはク 
 レジットカード会社が指定する場合には、クレジットカード会社に対して当該本⼈認証 
 ⼿続の結果を⽰す符合等を付したクレジットカード会社所定のデータを送信し、販売承 
 認を得たうえで、電⼦商取引を⾏うものとします。 

 ４ 参加加盟店は、第1項に基づく本⼈認証⼿続の結果について、本⼈認証⼿続に関わるシス 
 テムの障害等の事由により、申込者に関する本条第2項または第3項の通知を受けられな 
 かった場合において、⾃⼰の判断により当該申込者との間で電⼦商取引を⾏う場合に 
 は、クレジットカード会社に対して本⼈認証⼿続の結果が得られなかったことを⽰す符 
 合等を付したクレジットカード会社所定のデータを送信し、販売承認を得たうえで、電 
 ⼦商取引を⾏うものとします。 

 第４１条 （買い戻し特約の例外および追加） 

 参加加盟店が⾏った電⼦商取引に係る売上債権のうち、以下の各号の場合に該当する売上 
 債権については、会員より⾃⼰の利⽤によるものではない旨の申し出がカード会社にあっ 
 たことのみを理由とした売上債権の譲渡の不実施、取り消し、または解除は⾏われないも 
 のとします。 

 （１）前条第1項に基づく本⼈認証⼿続を実施した結果、参加加盟店において認証成功の 
 通知を受けた電⼦商取引の申込みに係る売上債権 

 （２）前条第1項に基づく本⼈認証⼿続を実施した結果、参加加盟店において未登録の通 
 知を受けた電⼦商取引の申込みに係る売上債権 

 第４２条 （標識等の表⽰） 

 参加加盟店は、本⼈認証サービスの利⽤を開始した⽇以降その利⽤を終了するまでの間、 
 参加加盟店であることを⽰すクレジットカード会社が定める標識およびクレジットカード 
 会社所定の内容を、加盟店サイトおよび加盟店アプリの⾒やすい箇所に表⽰するものとし 
 ます。 

 第４３条 （情報の取扱い） 

 １ 参加加盟店は、本⼈認証サービスまたは本⼈認証導⼊サービス（以下「本⼈認証サービ 
 ス等」といいます。）の利⽤により知りえた本⼈認証⼿続の結果などの会員に係る個⼈ 
 情報を第三者に漏洩してはならないものとし、かつ本⼈認証サービス契約に基づく業務 
 遂⾏の⽬的以外の利⽤をしてはならないものとします。本特則に関する業務遂⾏の過程 
 において⼊⼿したクレジットカード会社の営業上の機密情報についても同様とします。 

 ２ 参加加盟店の本⼈認証サービスにかかるID情報および参加加盟店と会員との間の電⼦商 
 取引に関する情報は、本⼈認証⼿続の都度、クレジットカード会社のサーバならびにま 
 たはそれらの委託先が管理するサーバに送信・蓄積されるものとし、参加加盟店はこれ 
 を予め承認するものとします。 

 ３ 本条の義務は、基本契約等または本⼈認証導⼊サービスの終了後においてもなお存続す 
 るものとします。 
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 第４４条（管理責任） 

 参加加盟店は、本⼈認証サービスのID等の使⽤・管理について厳重に管理するとともに⼀ 
 切の責任を負うものとし、⾃⼰について発⾏され、または⾃⼰が通知を受けたID等を使⽤ 
 してなされた⼀切の⾏為について、⾃⼰が⾏ったものとみなされることを承諾するものと 
 します。 

 第４５条 （費⽤） 

 １ 本⼈認証導⼊サービスを利⽤するにあたり、参加加盟店に対し、費⽤が発⽣する場合が 
 あるものとします。 

 ２ 当社は、前項により費⽤が発⽣する場合、別途参加加盟店に対し、費⽤が記載された書 
 ⾯（⾒積書等を含むものとし、これに限らないものとします）を交付するものとし、参 
 加加盟店は、当該書⾯に記載された費⽤を⽀払うものとします。 

 第４６条 （不正アクセスおよびストレステストの禁⽌） 

 １ 参加加盟店は、サーバ等に対する、会員のための本⼈認証サービス以外の⽬的によるア 
 クセス、およびストレステストを実施しないものとします。 

 ２ 前項の規定が遵守されなかった場合、参加加盟店はその全責任を負うものとし、クレ 
 ジットカード会社および当社に⼀切の迷惑をかけないものとします。 

 第４７条（顧客向け告知） 

 参加加盟店は、本⼈認証サービスの利⽤開始時までに、クレジットカード会社または当社 
 が別途指⽰する顧客向けの告知事項を加盟店サイトおよび加盟店アプリ上に掲載するもの 
 とします。 

 第４８条 （「本⼈認証サービス」の⼀時停⽌） 

 １ クレジットカード会社および当社は次のいずれかに該当する場合、参加加盟店への事前 
 通知または承諾なくして本⼈認証サービス等を⼀時停⽌または中⽌できるものとしま 
 す。 

 （１）システム保守その他本⼈認証サービス運営上の必要がある場合 

 （２）天災、停電、その他本⼈認証サービスを継続することが困難になった場合 

 （３）その他当社またはクレジットカード会社が必要と判断した場合 

 ２ 当社は、前項に基づく本⼈認証サービス等の⼀時停⽌または中⽌に起因して⽣じたいか 
 なる損害についても、⼀切責任を負わないものとします。 
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 第４９条 （本⼈認証導⼊サービスの利⽤の終了） 

 １ 当社は書⾯により１ヶ⽉前までに参加加盟店に対し告知することにより、本⼈認証導⼊ 
 サービスの利⽤を終了させることができるものとします。 

 ２  本⼈認証サービスが終了した場合、本⼈認証導⼊サービスの利⽤は当然に終了するもの 
 とします。 

 ３  当社は、参加加盟店が次のいずれかに該当する場合、当該参加加盟店に対し催告するこ 
 となく、本⼈認証サービスの利⽤を⼀時停⽌または終了させることができるものとしま 
 す。 

 （１）本特則の規定または本規約のいずれかの規定に違反した場合 

 （２）参加加盟店となる旨の参加申込時に虚偽の申請をした場合 

 （３）本⼈認証サービス契約上の義務その他本⼈認証サービス等の利⽤に際し必要とされ 
 る義務の履⾏を⾏わなかった場合 

 （４）その他クレジットカード会社または当社が参加加盟店として不適当と判断した場合 

 ４ クレジットカード会社または当社は、参加加盟店が前項各号のいずれかに該当し、また 
 は該当する疑いがあると合理的に認めた場合、当該参加加盟店に対する本⼈認証サービ 
 ス等の提供を⼀時停⽌または中⽌することができるものとします。 

 ５  第３項の規定は、第３項所定の事由が発⽣した場合に、当社が基本契約および本個別契 
 約の規定に従って基本契約等を解除することを妨げるものではありません。 

 第５０条 （本⼈認証導⼊サービスの利⽤の終了時の取扱い） 

 本⼈認証導⼊サービスが終了した場合であっても、終了⽇までに⾏われた本特則に基づく 
 電⼦商取引は有効に存続するものとし、参加加盟店は当該電⼦商取引に係る本⼈認証⼿続 
 の結果や取引記録を本特則に従い取り扱うものとします。ただし、参加加盟店とクレジッ 
 トカード会社および当社が別途合意をした場合は、その限りでないものとします。 

 第５１条 （個⼈情報に係る同意の取得） 

 １ 参加加盟店は、本⼈認証サービスを利⽤する場合、クレジットカード会社が指定する会 
 員の個⼈情報を取得し、当該個⼈情報をカード会社に提供することについて会員から同 
 意を取得するものとします。なお、参加加盟店は、当該同意を取得しない場合、本⼈認 
 証サービスを利⽤できない場合があることを予め同意するものとします。 

 ２  参加加盟店は前項の同意に係る証跡を適切に保存し、クレジットカード会社または当社 
 から当該証跡の提供を求められたときは速やかにこれに応じるものとします。 

 ３  参加加盟店は、クレジットカード会社または当社から、会員の情報の取扱い（第１項の 
 同意の取得に関するものを含むが、これに限られない）について指⽰等を受けた場合に 
 は、これに従うものとします。 

 第４節  洗替型カード決済に関する特則 
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 第５２条     （適⽤） 

 本節の規定は、洗替型カード決済の利⽤登録を⾏った加盟店が提供するサービスの利⽤代⾦ 
 を第５４条に定めるクレジットカード会員（以下「対象会員」といいます。）がクレジット 
 カードにより⽀払う場合の決済等に関し、適⽤されます。 

 第５３条（利⽤登録） 

 加盟店は、  クレジットカード決済サービスにおいて洗替型カード決済を利⽤するためには、 
 当社に対し、当社所定の⽅法で利⽤登録の申請を⾏うものとします。当社が不適当と認めた 
 場合には、当社は当該申請を拒否することができます。この場合、加盟店に対して拒否の理 
 由を開⽰しないものとし、これについて加盟店はあらかじめ承諾するものとします。 

 第５４条（対象会員） 

 対象会員とは、加盟店に対し次条に定めるサービスの利⽤を申込み、当社および加盟店の承 
 諾を得た者のうち、クレジットカード会社およびクレジットカード会社が現在提携中あるい 
 は将来提携する会社または組織が、次条に定めるクレジットカードによる⽀払を承認したク 
 レジットカード会員をいいます。 

 第５５条（対象となるクレジットカードの⽀払） 

 本節の対象となるクレジットカードの⽀払は、次の利⽤代⾦等（以下「対象売上」）に係る 
 ものをいいます。 

 （１）クレジットカード会社が事前に承諾したサービス（以下本節において単に「サービ 
 ス」といいます。）の対象期間（以下「対象期間」といいます。）の利⽤代⾦ 

 （２）クレジットカード会社が予め承認した、サービスに関連し加盟店が販売する商品等 
 の代⾦ 

 （３）その他前⼆号に付随して発⽣する費⽤のうち、クレジットカード会社が予め承認し 
 た費⽤ 

 第５６条（対象会員の⽀払⽅法） 

 本節に基づき当社および加盟店が取扱う信⽤販売において、対象会員が指定できるクレジッ 
 トカードの⽀払⽅法は1回払いのみとします。 

 第５７条（債権譲渡等） 

 本個別規約第１８条第１項及び第２項に関わらず、加盟店は、対象会員ごとに各々の対象期 
 間の対象売上げを計算し、クレジットカード会社所定の⽅法により所定の期限までに、当社 
 に当該対象売上に係る売上債権の譲渡ならびに当社⽀払⾦の⽀払請求（以下、本節において 
 は、これらの売上債権の譲渡と⽀払請求を総称して、単に「⽀払請求」といいます。）を⾏ 
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 うものとします。当該⽀払請求については、対象売上情報がクレジットカード会社に到達し 
 た時に、加盟店から当社に、次いで当社からクレジットカード会社に、順次、当該売上債権 
 が譲渡され、同様に当社⽀払⾦に係る当社への⽀払請求と本件代⾦に係るクレジットカード 
 会社への⽀払請求が順次⾏われるものとします。 

 第５８条（限度額） 

 １ 加盟店は、対象会員の対象期間の対象売上の額に関わらず、当社を通じて、⽀払請求に 
 つき全てクレジットカード会社の承認を得るものとします。 

 ２  加盟店は、前項においてクレジットカード会社の承認を得られなかった対象会員の対象 
 期間の対象売上については、その全額を当社およびクレジットカード会社に⽀払請求し 
 ないものとし、当社が⽀払済みのものがある場合は当社の指定する⽅法により直ちに返 
 ⾦するものとします。 

 第５９条（中⽌依頼） 

 １ 加盟店は、クレジットカード会社から⽀払請求の中⽌依頼の通知（以下｢中⽌依頼｣とい 
 います。）を受領した場合、速やかに中⽌依頼に記載されている会員と対象会員との照 
 合を⾏うものとします。 

 ２  前項による照合の結果、中⽌依頼記載の会員に該当する対象会員の対象期間の対象売上 
 については、加盟店は中⽌依頼を受領した⽇（以下「中⽌依頼受領⽇」といいます。） 
 が含まれる対象期間の対象売上（但し、中⽌依頼受領⽇の翌⽇以降の第５５条第２号の 
 代⾦および第３号の費⽤は、クレジットカード会社および当社が別途承認した場合を除 
 き、⽉間対象売上に含まないものとします。）を計算して⽀払請求するものとし、中⽌ 
 依頼受領⽇の翌対象期間以降発⽣した当該対象会員の利⽤代⾦については、⽀払請求し 
 ないものとします。 

 ３  前項の規定は、中⽌依頼記載の会員に該当する対象会員がクレジットカード会社に対し 
 クレジットカードの再発⾏申請⼿続を⾏い、クレジットカード会社がこれを承認した場 
 合には適⽤されないものとする。 

 第６０条（洗替⼿続等） 

 １ 当社は、加盟店を代⾏して、クレジットカード会社との取り決めに従い、全対象会員の 
 登録内容を「有効性確認データ」（以下「照会票」といいます。）としてクレジット 
 カード会社に送付します。 

 ２  クレジットカード会社は、前項により当社から送付を受けた照会票に基づき、対象会員 
 の有効性の確認等（以下「洗替⼿続」といいます。）をおこない、その結果をクレジッ 
 トカード会社所定の期⽇までに当社または加盟店に通知します。 

 ３  洗替⼿続の結果、クレジットカード会社が有効でないと判断した対象会員の対象期間の 
 利⽤については、その該当について当社または加盟店がクレジットカード会社から通知 
 を受けた⽇が含まれる対象期間の対象売上を計算して、⽀払請求するものとし、それ以 
 降に発⽣した当該対象会員の対象期間の対象売上については、⽀払請求しないものとし 
 ます。 

 51 



 ４  洗替⼿続の結果、クレジットカードの会員番号が変更している対象会員については、翌 
 対象期間以降、加盟店、当社およびクレジットカード会社ともに、新カードの会員番号 
 を使⽤するものとします。 

 ５  洗替⼿続の対象会員以外の有効でないクレジットカード会員およびクレジットカードの 
 会⾙番号が変更している対象会員について、クレジットカード会社は書⾯により当社ま 
 たは加盟店へ通知することがあります。なお、その場合の取扱については、前⼆項と同 
 様とします。 

 第６１条（直接請求の禁⽌） 

 加盟店は、対象会員に対して直接対象売上を請求し、または受領してはならないものとしま 
 す。ただし、第５９条第２項または前条第３項の規定により⽀払請求を⾏わない対象売上に 
 ついてはこの限りではない。 

 第６２条（苦情処理） 

 １ サービスに関する対象会員からの苦情については、加盟店が全責任を負うものとしま 
 す。 

 ２  対象会員が加盟店との紛議を理由としてクレジットカード会社に対する当該対象期間の 
 対象売上を含むクレジットカード利⽤代⾦の⽀払いを拒否し、もしくは遅延した場合、 
 当社およびクレジットカード会社は紛議が解決するまで当該利⽤代⾦に係る⽀払いを保 
 留することができます。この場合、保留した⽀払代⾦について遅延損害⾦は発⽣しない 
 ものとします。 

 第６３条（契約申込書の提出） 

 １ 加盟店は対象会員の契約申込書を保管し、当社、クレジットカード会社より提出の請求 
 があった場合は、当該契約書を速やかに提出するものとします。 

 ２  加盟店は、当該契約申込書に必ず以下の⽂⾔を明記することとします。 

 （１）会員のクレジットカードが無効、もしくは会員番号・有効期限の変更があった場合 
 には、加盟店への連絡を依頼する旨 

 （２）会員による加盟店のサービス利⽤期間中に、会員のクレジットカードが無効、もし 
 くは会員番号・有効期限の変更があった場合には、クレジットカード会社から加盟 
 店へクレジットカード無効もしくは新しい会員番号・有効期限が通知されることが 
 ある旨 

 （３）会員が１号の連絡を怠った場合には、加盟店は前号のカード会社からの通知に基づ 
 き会員への連絡なしに新しい会員番号・有効期限への変更等を⾏うことがある旨 

 （４）加盟店の各種照会窓⼝、受付時間 

 第６４条（⽀払請求の特約）  
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 １ 加盟店は、対象売上に係る⽀払請求の内容に誤りがあることを発⾒したときは、遅滞な 
 くその内容を訂正したうえ、再度、対象売上に係る⽀払請求を⾏うものとします。 

 ２  対象売上の⽀払請求後に、対象会員に対して提供したサービス等に関し、対象会員との 
 間で紛議が⽣じた場合、加盟店は、当社またはクレジットカード会社の申出により、遅 
 滞なく⽀払いを受けた⾦員を返⾦するものとします。 

 ３  前項による返⾦の請求を⾏う場合、当社またはクレジットカード会社は、加盟店に⽀払 
 うべき債務があるときは、当該返⾦請求額を差引充当することができるものとします。 

 ４  前項の差引充当後も未精算の残⾦があるときは、当社またはクレジットカード会社の請 
 求により、加盟店は⼀括してこれを⽀払うものとします。 

 ５  加盟店が当社またはクレジットカード会社に届け出た営業所を開鎖するなど、当社また 
 はクレジットカード会社の通知、意思表⽰を受領すべき場所が不明になったときは、当 
 社またはクレジットカード会社は、加盟店に対する通知を省略して本条の⼿続を取るこ 
 とができるものとします。 

 （制定⽇ ２０１８年５⽉２５⽇） 

 （最終改定⽇ ２０２５年７⽉１５⽇） 
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 Omise Paymentsコンビニ決済（ペーパーレス）サービス利⽤規約 

   

   

 本  Omise  Payments  コ  ン  ビ  ニ  決  済  （ペー  パー  レ  ス）  サー  ビ  ス  利  ⽤  規  約  （以  下  「本  個  別  規  約」  と 
 いいます。）は、当社が加盟店に対して本サービスとしてコンビニ決済（ペーパーレス）サー 
 ビスを提供する場合の当社と加盟店の間の契約関係を定めるものです。なお、本個別規約にお 
 ける⽤語の意義は、本個別規約において別段の定めがある場合および⽂脈上別段に解釈すべき 
 場  合  を  除  き、  Omise  Payments  利  ⽤  規  約  （以  下  「基  本  規  約」  と  い  い  ま  す。）  に  お  け  る  定  義  に  よ  る 
 ものとします。また、本個別規約と基本規約の内容に⽭盾抵触がある場合は、本個別規約の内 
 容を優先するものとします。 

 第１条     （収納代⾏） 

 １         加盟店は、次の各号に規定する業務（以下「委託業務」といいます。）を当社に委託 
 し、当社は、これを受託します。加盟店は、当社が加盟店から受託した委託業務の処理 
 を第三者に再委託することを予め承諾します。 

 （１）     加盟店が、コンビニ決済（ペーパーレス）の提供を受けるために必要となるコンビ 
 ニエンスストア会社またはコンビニエンスストアチェーンのフランチャイジー（以 
 下「コンビニエンスストア各社」といいます。）との間の契約（当該契約に付帯し 
 て現在および将来締結される契約を含みます。）の締結およびこれに付帯する⼀切 
 の⾏為 

 （２）     加盟店に関するコンビニエンスストア各社への申請および申請内容の変更届出 

 （３）     コンビニエンスストア各社がコンビニ店舗を通じて顧客から受領した商品等購⼊代 
 ⾦の⽀払請求および代理受領に関する事項 

 （４）     コンビニエンスストア各社への通知、審査依頼 

 （５）     加盟店の顧客から電⼦商取引に係る苦情が発⽣した場合にコンビニエンスストア各 
 社が⾏う加盟店に対する調査に関する⼀切の⼿続 

 （６）     前各号の他、当社および加盟店が合意し、かつコンビニエンスストア各社が承認し 
 た業務の履⾏ 

 （７）     上記業務に付随する⼀切の業務 

 ２       前項に定める場合を除き、加盟店は、コンビニエンスストア各社の事前の書⾯による承 
 諾のある場合を除き、基本契約および本個別契約に基づいて⾏う業務を第三者に委託で 
 きないものとします。 

   

 第２条     （取扱商品の特則） 

 加盟店は、コンビニ決済（ペーパーレス）サービスの利⽤に関し、基本規約で定める事項に 
 加えて、以下の商品・サービスを取り扱うことはできないものとします。 

 （１）     顧客が加盟店に購⼊を申し込んだ商品等の代⾦が申込み１回当たり、消費税等を含 
 め、３０万円を超えるもの 
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 第３条     （アクセスの禁⽌） 

 １         加盟店は、加盟店が開設するホームページにおいて、コンビニエンスストア各社の開設 
 するホームページをリンクしてはならないものとします。 

 ２       本条の規定は、基本契約等またはコンビニ決済（ペーパーレス）サービスの利⽤の終了 
 後もその効⼒を有するものとします。 

   

 第４条     （通信販売に係る広告の特則） 

 １       加盟店は、基本規約に定める事項に加えて、以下の事項を通信販売に関する広告におい 
 て明⽰するものとします。 

 （１）     コンビニエンスストア各社がコンビニ店舗を通じて顧客の商品等の購⼊代⾦の代理 
 受領業務を⾏っていること 

 （２）     コンビニ店舗では⽇本国内における円貨の⽀払のみ受け付け、加盟店との取引取消 
 等、取引に関しては加盟店との間で⾏われるべきこと 

 ２       加盟店は、以下の事項を通信販売に関する広告において明⽰するよう努めるものとしま 
 す。 

 （１）     顧客は極⼒成⼈とすることおよび架空名義、匿名等本⼈以外の名義による申込みを 
 禁⽌すること 

 （２）     加盟店と顧客との契約成⽴の時期 

 （３）     顧客の個⼈情報の登録、利⽤ 

 （４）     加盟店と顧客との契約が附合契約のため随時変更があることの承認 

   

 第５条     （コンピュータ通信による取引） 

 １       加盟店がコンピュータ通信の⼿段による契約の締結⾏為を⾏う場合は、顧客から次の事 
 項を明⽰したデータ（以下「申込データ」といいます。）を受信します。加盟店は、申 
 込デ－タならびにそれに対するその後の処理経過を、加盟店が取引申込受付のために特 
 別に設けたコンピュ－タ・ファイル（以下「ファイル」といいます。）に、取引⽇ごと 
 に整理して記録するものとします。 

 （１）顧客の住所、⽒名 

 （２）取引対象商品の特定 

 （３）商品等の代⾦（消費税額を含みます。） 

 ２       加盟店は、予め前項のコンピュータ通信に⽤いるデータの構造、書式、顧客のコン 
 ピュータに表⽰されるデータ記⼊⽤画⾯の⾒本（ハードコピー）をコンビニエンススト 
 ア各社に提出してその承認を得るものとします。 
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 ３       コンピュータ通信の⼿段によって取引⾏為を⾏う場合は、申込データについては、当社 
 およびコンビニエンスストア各社が適当と認める⽅法による暗号化の処理を⾏ってから 
 申込データの送信を⾏うものとします。 

 ４       加盟店は、コンピュータ通信の⼿段によって取引⾏為を⾏うことができる旨を顧客に告 
 知し、もしくはデータ記⼊⽤画⾯を表⽰する際は、当該データを暗号化しても完全に秘 
 密性が保持できないこと、データの秘密性が保持できなかった場合でもコンビニエンス 
 ストア各社は全く責任がないことを明確に警告する旨の表⽰を⾏うものとします。 

   

 第６条     （申込取消等） 

 １       加盟店は、コンビニ店舗が商品等の代⾦を受領した後、コンビニエンスストア各社の故 
 意または過失に起因して顧客が電⼦商取引を取り消す旨をコンビニ店舗に対し表⽰しコ 
 ンビニ店舗がこれを受け付けて商品等の代⾦を返⾦した場合、電⼦商取引が取り消され 
 ることを予め承諾するものとし、この場合、当社およびコンビニ店舗は加盟店に対し 
 て、何ら損害賠償の責任を負わないものとします。 

 ２       当社は、コンビニ店舗から前項の取消しがあった旨の連絡を受けた場合、加盟店に対し 
 て速やかにこれを伝えるものとし、加盟店は⾃⼰の責任と負担において商品等の発送を 
 停⽌する等の必要な措置をとるものとします。 

 ３       加盟店は、第１項で定める場合を除き、コンビニ店舗が商品等の代⾦を受領した後は、 
 顧客からの電⼦商取引の取り消しに応じないものとします。 

 ４       本条の規定は、基本契約等またはコンビニ決済（ペーパーレス）サービスの利⽤の終了 
 後もその効⼒を有するものとします。 

   

   

 （制定⽇ ２０１８年５⽉２５⽇） 

 （最終改定⽇ ２０２５年７⽉１５⽇） 
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 Omise Payments Pay-easy（ペイジー）決済サービス利⽤規約 

   

 本  Omise  Payments  Pay-easy  （ペ  イ  ジー）  決  済  サー  ビ  ス  利  ⽤  規  約  （以  下  「本  個  別  規  約」  と  い  い 
 ます。）は、当社が加盟店に対して本サービスとしてPay-easy（ペイジー）決済サービス（ 
 Pay-easy（ペイジー）を利⽤した現⾦での決済による商品代⾦等の収受をいいます。以下同じ 
 です。）を提供する場合の当社と加盟店の間の契約関係を定めるものです。なお、本個別規約 
 における⽤語の意義は、本個別規約において別段の定めがある場合および⽂脈上別段に解釈す 
 べ  き  場  合  を  除  き、  Omise  Payments  利  ⽤  規  約  （以  下  「基  本  規  約」  と  い  い  ま  す。）  に  お  け  る  定  義  に 
 よるものとします。また、本個別規約と基本規約の内容に⽭盾抵触がある場合は、本個別規約 
 の内容を優先するものとします。 

   

 第１条     （取扱⾦融機関） 

 加盟店が、代⾦決済⼿段として、Pay-easy（ペイジー）決済サービスを利⽤できるのは、⽇ 
 本マルチペイメントネットワーク運営機構会員のうち当社が指定する⾦融機関（以下「本⾦ 
 融機関」といいます。）とします。 

   

 第２条     （収納代⾏） 

 １       加盟店は、次の各号に規定する業務（以下「委託業務」といいます。）を当社に委託 
 し、当社は、これを受託します。加盟店は、当社が加盟店から受託した委託業務の処理 
 を第三者に再委託することを予め承諾します。 

 （１）加盟店が、Pay-easy（ペイジー）決済の提供を受けるために必要となる本⾦融機関 
 との間の契約（当該契約に付帯して現在および将来締結される契約を含みます。） 
 の締結およびこれに付帯する⼀切の⾏為 

 （２）加盟店に関する本⾦融機関への申請および申請内容の変更届出 

 （３）本⾦融機関が顧客から受領した商品等購⼊代⾦の⽀払請求および代理受領に関する 
 事項 

 （４）本⾦融機関への通知、審査依頼 

 （５）加盟店の顧客から電⼦商取引に係る苦情が発⽣した場合に本⾦融機関が⾏う加盟店 
 に対する調査に関する⼀切の⼿続 

 （６）前各号の他、当社および加盟店が合意し、かつ本⾦融機関が承認した業務の履⾏ 

 （７）上記業務に付随する⼀切の業務 

 ２      前項に定める場合を除き、加盟店は、本⾦融機関の事前の書⾯による承諾のある場合を 
 除き、基本契約および本個別契約に基づいて⾏う業務を第三者に委託できないものとし 
 ます。 
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 第３条     （規約の遵守） 

 １       加盟店は、⽇本マルチペイメントネットワーク運営機構の定める収納機関規約（収納企 
 業編）およびマルチペイメントネットワークサービス利⽤条件書（抄）ならびに本⾦融 
 機関が定めるPay-easy（ペイジー）決済に関連する各規約の内容を承認し、加盟店の義 
 務として規定されている義務について、これを遵守するものとします。 

 ２       前項に定める各規約が変更された場合、変更後の各規約が適⽤されることに加盟店は予 
 め同意するものとします。 

 ３       本条の規定は、基本契約またはPay-easy（ペイジー）決済サービスの利⽤の終了後もそ 
 の効⼒を有するものとします。 

   

 第４条     （コンピュータ通信による取引） 

 １       加盟店がコンピュータ通信の⼿段による契約の締結⾏為を⾏う場合は、顧客から次の事 
 項を明⽰したデータ（以下「申込データ」といいます。）を受信します。加盟店は、申 
 込データならびにそれに対するその後の処理経過を、加盟店が取引申込受付のために特 
 別に設けたコンピュータファイル（以下「ファイル」といいます。）に、取引⽇ごとに 
 整理して記録するものとします。 

 （１）顧客の住所、⽒名 

 （２）取引対象商品の特定 

 （３）商品等の代⾦（消費税額を含みます。） 

 ２       加盟店は、予め前項のコンピュータ通信に⽤いるデータの構造、書式、顧客のコン 
 ピュータに表⽰されるデータ記⼊⽤画⾯の⾒本（ハードコピー）を本⾦融機関に提出し 
 てその承認を得るものとします。 

 ３       コンピュータ通信の⼿段によって取引⾏為を⾏う場合は、申込データについては、当社 
 および本⾦融機関が適当と認める⽅法による暗号化の処理を⾏ってから申込データの送 
 信を⾏うものとします。 

 ４       加盟店は、コンピュータ通信の⼿段によって取引⾏為を⾏うことができる旨を顧客に告 
 知し、もしくはデータ記⼊⽤画⾯を表⽰する際は、当該データを暗号化しても完全に秘 
 密性が保持できないこと、データの秘密性が保持できなかった場合でも本⾦融機関は全 
 く責任がないことを明確に警告する旨の表⽰を⾏うものとします。 

 第５条     （法令への対応） 

 加盟店は、銀⾏法（昭和５６年法律第５９号、その後の改正を含みます。）、その他銀⾏決 
 済サービスに関連する法令の義務を履⾏するため、当社が加盟店に対し、法令要請事項の表 
 ⽰、法令の求める管理体制の構築、その他の対応（法令に基づき所管官庁が当社のみなら 
 ず、加盟店への⽴ち⼊りを含む調査を⾏う場合の当該調査受け⼊れを含みます。）を要求し 
 た場合、遅滞なく当該要求に応じなければならないものとします。 

 （制定⽇ ２０１８年５⽉２５⽇） 

 （最終改定⽇ ２０２５年７⽉１５⽇） 
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 Omise Paymentsネットバンク決済サービス利⽤規約 

   

   

 本  Omise  Payments  ネッ  ト  バ  ン  ク  決  済  サー  ビ  ス  利  ⽤  規  約  （以  下  「本  個  別  規  約」  と  い  い  ま  す。） 
 は、当社が加盟店に対して本サービスとしてネットバンク決済サービス（ネットバンクによる 
 振込を利⽤した商品代⾦等の収受をいいます。以下同じです。）を提供する場合の当社と加盟 
 店の間の契約関係を定めるものです。なお、本個別規約における⽤語の意義は、本個別規約に 
 お  い  て  別  段  の  定  め  が  あ  る  場  合  お  よ  び  ⽂  脈  上  別  段  に  解  釈  す  べ  き  場  合  を  除  き、  Omise  Payments  利 
 ⽤規約（以下「基本規約」といいます。）における定義によるものとします。また、本個別規 
 約と基本規約の内容に⽭盾がある場合は、本個別規約の内容を優先するものとします。 

   

 第１条     （取扱⾦融機関） 

 加盟店が、代⾦決済⼿段として、ネットバンク決済サービスを利⽤できるのは、当社が指定 
 する⾦融機関（以下「本⾦融機関」といいます。）とします。 

   

 第２条     （収納代⾏） 

 １       加盟店は、次の各号に規定する業務（以下「委託業務」といいます。）を当社に委託 
 し、当社は、これを受託します。加盟店は、当社が加盟店から受託した委託業務の処理 
 を第三者に再委託することを予め承諾します。 

 （１）加盟店が、ネットバンク決済の提供を受けるために必要となる本⾦融機関との間の 
 契約（当該契約に付帯して現在および将来締結される契約を含みます。）の締結お 
 よびこれに付帯する⼀切の⾏為 

 （２）加盟店に関する本⾦融機関への申請および申請内容の変更届出 

 （３）本⾦融機関が顧客から受領した商品等購⼊代⾦の⽀払請求および代理受領に関する 
 事項 

 （４）本⾦融機関への通知、審査依頼 

 （５）加盟店の顧客から電⼦商取引に係る苦情が発⽣した場合に本⾦融機関が⾏う加盟店 
 に対する調査に関する⼀切の⼿続 

 （６）前各号の他、当社および加盟店が合意し、かつ本⾦融機関が承認した業務の履⾏ 

 （７）上記業務に付随する⼀切の業務 

 ２       前項に定める場合を除き、加盟店は、本⾦融機関の事前の書⾯による承諾のある場合を 
 除き、基本契約および本個別契約に基づいて⾏う業務を第三者に委託できないものとし 
 ます。 
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 第３条     （規約の遵守） 

 １       加盟店は、本⾦融機関が定めるネットバンク決済に関連する各規約の内容を承認し、加 
 盟店の義務として規定されている義務について、これを遵守するものとします。 

 ２       前項に定める各規約が変更された場合、変更後の各規約が適⽤されることに加盟店は予 
 め同意するものとします。 

 ３       本条の規定は、基本契約等またはネットバンク決済サービスの利⽤の終了後もその効⼒ 
 を有するものとします。 

   

 第４条     （コンピュータ通信による取引） 

 １         加盟店がコンピュータ通信の⼿段による契約の締結⾏為を⾏う場合は、顧客から次の事 
 項を明⽰したデータ（以下「申込データ」といいます。）を受信します。加盟店は、申 
 込デ－タならびにそれに対するその後の処理経過を、加盟店が取引申込受付のために特 
 別に設けたコンピュ－タ・ファイル（以下「ファイル」といいます。）に、取引⽇ごと 
 に整理して記録するものとします。 

 （１）顧客の住所、⽒名 

 （２）取引対象商品の特定 

 （３）商品等の代⾦（消費税額を含みます。） 

 ２      加盟店は、予め前項のコンピュータ通信に⽤いるデータの構造、書式、顧客のコン 
 ピュータに表⽰されるデータ記⼊⽤画⾯の⾒本（ハードコピー）を本⾦融機関に提出し 
 てその承認を得るものとします。 

 ３       コンピュータ通信の⼿段によって取引⾏為を⾏う場合は、申込データについては、当社 
 および本⾦融機関が適当と認める⽅法による暗号化の処理を⾏ってから申込データの送 
 信を⾏うものとします。 

 ４       加盟店は、コンピュータ通信の⼿段によって取引⾏為を⾏うことができる旨を顧客に告 
 知し、もしくはデータ記⼊⽤画⾯を表⽰する際は、当該データを暗号化しても完全に秘 
 密性が保持できないこと、データの秘密性が保持できなかった場合でも本⾦融機関は全 
 く責任がないことを明確に警告する旨の表⽰を⾏うものとします。 

   

 第５条     （法令への対応） 

 加盟店は、銀⾏法（昭和５６年法律第５９号、その後の改正を含みます。）、その他銀⾏決 
 済サービスに関連する法令の義務を履⾏するため、当社が加盟店に対し、法令要請事項の表 
 ⽰、法令の求める管理体制の構築、その他の対応（法令に基づき所管官庁が当社のみなら 
 ず、加盟店への⽴ち⼊りを含む調査を⾏う場合の当該調査受け⼊れを含みます。）を要求し 
 た場合、遅滞なく当該要求に応じなければならないものとします。 

   

 （制定⽇ ２０１８年５⽉２５⽇） 

 （最終改定⽇ ２０２５年７⽉１５⽇） 
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